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序     文 
 

フィリピン共和国「道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理向上プロジェクトフェーズ II」（以

下「本プロジェクト」という。）は、2011 年 7 月 21 日に署名・交換された討議議事録（R/D）に

基づき、フィリピン共和国においてカウンターパート機関における道路及び橋梁の維持管理の能

力向上を目的として 2011年 10月から 2014年 9月までの 3年間の予定で実施されているものです。 

このたび、プロジェクト期間の終了を控え、当機構は 2014 年 3 月 16 日から 4 月 5 日までの間、

終了時評価調査を実施し、これまでの活動実績の確認や目標達成等について総合的な評価を行い

ました。これらの評価結果は、調査団とフィリピン共和国側関係者による協議を経て評価レポー

トとしてまとめられ、協議議事録（M/M）の署名・交換を行いました。本報告書は、同調査団に

よる協議及び評価調査結果等を取りまとめたものであり、関連する国際協力の推進に活用される

ことを願うものです。 

最後に本調査の実施にあたり、ご協力とご支援を頂いた両国関係各位に対し、心から感謝の意

を表します。 

 

平成 26 年 7 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
経済基盤開発部長 中村 明 
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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理

向上プロジェクトフェーズ II 

分野：運輸交通 援助形態：技術協力プロジェクト（TCP） 

所轄部署：経済基盤開発部 協力金額（評価時点）：約 4 億 5,000 万円 

 

協力

期間 

（R/D）：2011 年 10 月 1 日～2014 年

9 月 30 日 

先方関係機関： 

公共事業道路省（DPWH） 

（延長）： 日本側協力機関：大日本コンサルタント㈱、㈱片

平エンジニアリング・インターナショナル、阪神

高速㈱ 

（F/U）： 他の関連協力： 

（E/N）（無償）  

１－１ 協力の背景と概要 

フィリピン共和国（以下「フィリピン」という。）の道路網総延長（高速道路を除く）は 2008

年時点で約 21万 3,150kmであり、うち国道（2万 9,898km）は公共事業道路省（Department of Public 

Works and Highways。以下「DPWH」という。）が所掌している。DPWH は予算・計画策定、道

路・橋梁等の基準整備等を司る本省（Central Office。以下「CO」という。）と、現場にて道路・

橋梁の建設、維持管理を担う 16 の地域事務所（Region Office。以下「RO」という。）から構成

される。 

本プロジェクトのフェーズ I（2007～2010 年）では、バギオ、セブ、ダバオの 3 モデル地域

事務所を対象に、管内技術者の道路・橋梁施工監理能力及び点検・補修技術の向上を目的とし

て、道路・橋梁の維持管理に係る各種マニュアル類の整備や研修を実施した。これにより管内

事務所における技術者の技術・知識向上がおおむね達成され、他の RO における技術研修の実

施拡大等が成果として確認される等、全国展開に向けた中核人材が育成された。しかしながら、

道路の斜面対策工、橋梁の詳細点検や点検結果の評価については一連のサイクルとして実施す

るには課題が残るとして、フェーズ II ではこれらを協力活動の中心にシフトさせ、現場レベル

の技術者の技術・能力向上をめざした活動を 2011 年 10 月～2014 年 9 月までの予定で実施中で

ある。協力対象とする RO については、上記の 3 モデル地域事務所に加え、特殊橋梁を所掌す

る 4 RO が追加された。協力の具体的内容は、（1）点検・評価、計画策定、補修・対策工とい

った個々の業務から構成される道路・橋梁の維持管理サイクルの改善案の検討・試行、（2）マ

ニュアル・手引書作成やパイロットプロジェクト実施を通じた道路斜面工に係る現場技術者の

能力向上、（3）同活動を通じた特殊橋梁及び一般橋梁の維持管理に係る現場技術者の能力向上

である。日本側からは長期及び短期専門家が派遣され、DPWH 側からは CO 及び対象地域事務

所から多数の技術者がカウンターパート（Counterpart Personnel。以下「C/P」という。）として

活動に参加している。 

本終了時評価調査団は、これまでのプロジェクト活動の実績、成果をフィリピン側と合同で

確認、評価するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施に

あたっての教訓を導くことを目的として派遣された。 
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１－２ 協力内容 

（1） 上位目標：道路・橋梁の維持管理に係る DPWH の能力が向上する。 

DPWH は自己予算により本プロジェクト活動を他州にも展開すべく準備を進めており、

これらが着実に実施されれば、上位目標の達成に至る可能性が高い。 

 

（2） プロジェクト目標 

DPWH モデル地域事務所及びディストリクト・エンジニアリング・オフィス（District 

Engineering Office。以下「DEO」という。）の道路・橋梁の維持管理に係る能力が向上する。

 

（3） 成 果 

1） 道路・橋梁の維持管理サイクルが改善する。 

2） 道路斜面維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力が向上する。 

3） 橋梁維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力が向上する。 

 

（4） 投 入 

日本側： 

専門家：短期専門家 10 名、長期専門家（特殊橋梁点検マニュアル）1 名 

本邦研修：3 回実施（2012 年 8 月 26 日～9 月 8 日、2013 年 7 月 28 日～8 月 10 日、2013

年 10 月 20 日～11 月 2 日）、延べ 22 名の C/P 参加 

機材供与：事務機器（CO 及び 3 モデル地域事務所のプロジェクト事務所で使用）、点検

用機材〔CO 調査基準局（Bureau of Research and Standards。以下「BRS」という。）保

管〕 

現地業務費負担：約 2,191 万円（2013 年 12 月末まで）支出、2014 年（1～9 月）は約 611

万円支出予定 

相手国側： 

C/P 配置：延べ 56 名、プロジェクト・マネジャー（Project Manager。以下「PM」という。）、

副プロジェクト・マネジャー（Deputy Project Manager。以下「DPM」という。）、コー

ディネーター、技術作業部会（Technical Working Group。以下「TWG」という。）メン

バー、カウンターパート作業部会（Counterpart Working Group。以下「CWG」という。）

メンバー、DPWH-JICA 技術協力プロジェクト（Technical Cooperation Project。以下

「TCP」という。）-2 支援スタッフとして配置 

事務所・設備：設備を伴ったプロジェクト事務所を CO 及び 3 モデル地域事務所（バギ

オ、セブ、ダバオ）にて提供 

プロジェクト費用：パイロットプロジェクト工事費を含むプロジェクト活動実施のた

め、2012 年 3 億 3,638 万円、2013 年 3 億 7,986 万円、2014 年 4 億 961 万円が割り当て

られた。 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括/評価企画 石黒実弥 JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課 企画

役 
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評価分析 齋川純子 ㈱コーエイ総合研究所 主任コンサルタント 

調査期間 2014 年 3 月 16 日～4 月 5 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1） 成果 1 達成に向けた活動 

1）道路・橋梁の維持管理サイクルにつき現状の見直し・課題確認、2）改善策の検討、

3）ワークショップ開催、4）改善に向けた試行策の実施 

＜1 年次＞「設計図書の保管及び移管改善」につき TWG 会合及びワークショップで

改善策を検討。設計図書移管改善及び電子ファイリングシステム導入につき提案書を作

成。提案内容は DPWH が導入実施中の国際標準化機構（International Organization for 

Standardization。以下「ISO」という。）システムに反映。＜2 年次＞「省令（Department 

Order。以下「DO」という。）の発令手続き改善及び分類整理」につき実態を調査、TWG

会合及びワークショップで分類案・改善策を検討、提案書を作成。DO インベントリー

調査実施が長官より指示され、DO の分類・統合・削除作業を DPWH 全局で実施中。＜

3 年次＞本プロジェクト終了後の「Sustainability Program」につき、プログラム案を作成、

TWG 会合で協議を実施。最終案は第 5 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee。

以下「JCC」という。）（2014 年 8 月）に提出予定。 

 

（2） 成果 2 達成に向けた活動 

1） 道路斜面管理システム（Road Slope Management System。以下「RSMS」という。）・同

マニュアルの活用促進：DPWH におけるアセットマネジメントシステム現況及び RSMS

利用状況を把握。現行RSMSの他アセットマネジメントシステムとの統合は困難であり、

新たな統合化したシステムとしての開発が最適と結論。 

2） 道路斜面維持管理技術に係るパイロットプロジェクト実施：＜コルディレラ行政リー

ジョン（Cordillera Administrative Region。以下「CAR」という。）＞パイロットサイト

（Banguet-Nueva-Vizcaya Road 沿）選定、現地測量、詳細設計、契約図書作成、施工監

理を通じ、専門家から C/P への技術移転を実施（2013 年 4 月工事契約、2014 年 4 月時

点でほぼ完工）。第 1 回道路斜面オンザジョブ・トレーニング（On-the-Job Training。以

下「OJT」という。）（2013 年 6 月 24～25 日）を実施（C/P、DEO 技術者等 48 名参加）。

DPWH 主導による第 2 バッチ工事が 2013 年 4 月より実施中。＜RO-VII＞パイロットサ

イト（Naga-Uling Road）選定、現地測量、詳細設計、契約図書作成、施工監理を通じ、

専門家から C/P への技術移転を実施（2013 年 7 月工事契約、2014 年 5 月完工予定）。第

2 回道路斜面 OJT（2013 年 11 月 26～28 日）を実施（C/P、DEO 技術者等 41 名参加）。

DPWH 主導による第 2 バッチ工事が 2013 年 11 月より実施中。 

3） 道路維持管理・品質管理（Quality Control。以下「QC」という。）マニュアル見直し・

改訂：道路関連マニュアル 3 種類（1. Guidebook for Road Construction and Maintenance 

Management in the Republic of the Philippines; 2. Road Project Management and Supervision 

Manual Volume I; 3. Road Project Management and Supervision Manual Volume II）につき、

CWG 会合を通じた、見直し・改訂を実施。改訂版ドラフトは第 4 回 JCC（2014 年 4 月
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4 日開催）に提出済み。 

4） 日常維持管理マニュアル（Routine Maintenance Management Manual。以下「RMMM」

という。）見直し・改訂、ポケットブック作成・OJT 実施：＜RMMM＞維持管理担当者

への聞き取り調査、CWG 会合を通じた、見直し・改訂を実施。改訂版ドラフトは第 4

回 JCC（2014 年 4 月 4 日開催）に提出済み。＜ポケットブック＞日常維持管理作業ポケ

ットブック案を使用し維持管理技術者を対象に現場研修を実施（2013 年 6 月 13～14 日

於 RO-XI、2013 年 6 月 20～21 日於 RO-VII、2013 年 6 月 27～28 日於 CAR）。第 3 回 JCC

（2014 年 9 月 26 日開催）に提出、長官からの承認後、関係先への配布が既に開始。 

 

（3） 成果 3 達成に向けた活動 

1） 橋梁詳細点検マニュアル作成：CWG 会合を通じた作成作業実施。第 3 版を使用して

のプレテストを実施（2012 年 6 月 25～29 日、XI Careel 橋）。更なる改訂後（第 5 版）、

第 3 回 JCC（2014 年 9 月 26 日開催）に提出、長官からの正式承認待ち。 

2） 橋梁詳細点検の実施：第 5 版を使用しての OJT 実施（第 1 回 2013 年 2 月 18～22 日於

RO-VII ネグロス島、第 2 回 2013 年 9 月 9～13 日於 XI）。 

3） 橋梁補修に係るパイロットプロジェクト実施：＜RO-VII＞サイト（Malaga 橋、

Pinocawan 橋、Jilocon 橋、Sun-ok 橋）選定、補修工法選定、詳細設計、施工監理を通じ、

専門家から C/P への技術移転を実施（2013 年 4 月工事契約締結、2013 年 10 月完工）。

第 2 回橋梁補修 OJT（2013 年 5 月 20～24 日）を実施（C/P、DEO 技術者等 45 名参加）。

DPWH 主導による第 2 バッチ補修工事が 2014 年 2 月より実施。＜RO-XI＞サイト

（Tamogan 橋、Agdao 橋、Buhangin 橋、Careel 橋）選定、補修工法選定、詳細設計、施

工監理を通じ、専門家から C/P への技術移転を実施（2012 年 7 月工事契約締結、2012

年 12 月完工）。第 1 回橋梁補修 OJT（2012 年 9 月 17～21 日）を実施（C/P、DEO 技術

者等 34 名参加）。DPWH 主導による第 2 バッチ補修工事が 2013 年 10 月より実施。 

4） 橋梁維持管理・品質管理マニュアル見直し・改訂：6 種類のマニュアル｛1. Quality Control 

Manual on Concrete and Steel Bridges Structures; 2. Bridge Repair Manual; 3. Bridge 

Inspector’s Handbook; 4. Load Rating Manual; 5. Bridge Inspection Manual for 1st Mandaue 

Mactan Bridge〔マクタン橋（Mandaue Mactan Bridge。以下「MMB」という。）〕; 6. Bridge 

Inspection Manual for Marcelo Fernan Bridge〔マルセロ・フェルナン橋（Marcelo Fernan 

Bridge。以下「MFB」という。）〕｝につき、CWG 会合を通じた、見直し・改訂を実施。

改訂版ドラフトは第 4 回 JCC（2014 年 4 月 4 日開催）に提出済み。 

5） 成果（2）の活動 4）と共通 

6） 特殊橋梁点検マニュアルの作成：1. 鋼斜張橋：Diosdado Macapagal Bridge（XIII ブト

アン）; 2. PC 箱桁橋：Agas-Agas Bridge（VIII タクロバン）; 3. 鋼アーチ橋：Bamban Bridge

（III パンパンガ）、Liloan Bridge/ Bilian Bridge（VIII タクロバン）；4. 吊橋：Magapit Bridge

（II ツゲガラオ）につき、CWG 会合を通じた、作成作業を実施。マニュアルドラフト

は第 4 回 JCC（2014 年 4 月 4 日開催）に提出済み。 

7） 特殊橋梁点検研修の実施：2013 年 10 月 7～11 日於 RO-III、2013 年 11 月 11～15 日於

RO-II、2013 年 12 月 9～13 日於 RO-XIII で OJT セミナーを実施。DPWH の主導により、

同マニュアルを利用しての詳細点検を RO-II（2014 年 4、5、6 月）、III（2014 年 4、6、
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7 月）、XIII（2014 年 6、7、8 月）で実施予定。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1） 妥当性 － 高い 

本プロジェクトは、「フィリピン開発計画（2011～2016 年）」及び日本の「対フィリピン

国別援助方針（2012 年 4 月）」と整合している。フェーズ I との継続性及び DPWH のニー

ズを考慮して対象地域を選定しており、妥当である。 

 

（2） 有効性 － 高い 

成果の達成状況： 

1） 成果 1：道路・橋梁の維持管理サイクルに係る課題を抽出、改善策が議論され、改

善に向けた試行策が実施された。よって、成果 1 は十分なレベルで達成されたといえ

る。 

2） 成果 2：パイロットプロジェクト実施、OJT、マニュアル改訂作業を通じて、道路

斜面維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力（知識・技術）は向上

している。よって、成果 2 は十分なレベルで達成されたといえる。 

3） 成果 3：パイロットプロジェクト実施、橋梁詳細点検、OJT、マニュアル作成・改

訂作業を通じて、橋梁維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力（知

識・技術）は向上している。よって、成果 3 は十分なレベルで達成されたといえる。

プロジェクト目標の達成状況・見込み： 

個々の技術者が取得した知識・技術を活用し、モデル地域事務所及び DEO 主導でパイ

ロットプロジェクト第 2 バッチ以降の工事が実施されている。これは、モデル地域事務所

及び DEO の組織能力向上を示しており、プロジェクト目標は達成されているといえる。

プロジェクト成果を活用しての DPWH 主導での活動（橋梁詳細点検 OJT、特殊橋梁点検、

RMMM 現場研修等）が今後も予定されており、プロジェクト目標の達成状況は更に向上

することが見込まれる。 

 

（3） 効率性 － 高い 

投 入： 

日本側からの投入（専門家の派遣、本邦研修、供与機材、現地業務費）は、成果を上げ

るためおおむね適切に行われている。本邦研修で C/P が得た経験・知見は本プロジェクト

実施に有効であった。フィリピン側は、専門性・経験・通常業務を考慮し C/P を配置する

とともに、プロジェクト活動のために十分な予算を遅滞なく確保している。 

活 動： 

成果を産出するうえでプロジェクト活動はおおむね効率的に進捗している。効果的なプ

ロジェクト実施（TWG・CWG による実施）・モニタリング体制（月例会合、JCC によるモ

ニタリング）、TWG・CWG 及び同メンバーの業務の明確化、プロジェクト専門家と DPWH 

C/P の良好なコミュニケーション・情報共有・協力関係、十分なプロジェクト予算の適時

の確保、効果的な技術移転が、活動の効率性を促進した。 
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（4） インパクト － 高い 

上位目標の達成見込み： 

1）プロジェクトで作成・改訂されたマニュアルは DPWH イントラネットに掲載予定

であり DPWH 技術者は誰でも利用が可能となる、2）多くの C/P は本プロジェクト OJT

において既に講義・発表等を担当している、3）JICA 円借款事業〔JICA 道路改善・保全

プロジェクト（JICA-Road Upgrading and Preservation Project。以下「JRUPP」という。）〕

により、非破壊検査（Non Destructive Testing。以下「NDT」という。）機器等の点検機材

がほか 13 RO に供与され C/P 等が習得した技能を全国展開できる環境が備わっている、

4）本プロジェクト成果の全地域への普及をめざし「Sustainability Program」の検討が進

められている、という理由から、「道路・橋梁の維持管理に係る DPWH の能力が向上す

る」という上位目標はプロジェクト終了後 3～5 年以内に達成されることが大いに見込

める。 

その他のインパクト： 

・ フェーズ I、II の活動を通じて、3 モデル地域事務所の技術者間の交流が促進され、

人的技術ネットワークが構築されている。 

・ 道路・橋梁の適切な維持管理によるライフサイクルコストの削減、維持管理予算を

確保することの必要性に対する認識が DPWH 内で高まっている。 

・ パイロットプロジェクトでは、本邦技術及び製品を活用した工法が採用され、日本

の技術・材料の優位性への認識が DPWH 内で高まった。 

・ 2013 年 10 月に発生したボホール地震後に、JICA フィリピン事務所からの協力要請

に基づき、C/P とプロジェクト専門家にて、橋梁損傷調査を実施した。 

 

（5） 持続性 － 高い 

政策面：道路・橋梁の維持管理は、現行のフィリピン開発計画（2011～2016 年）では優

先事項として位置づけられ、DPWH の重要な任務であることから、この方針は現政権下で

は維持されるものと見込まれる。2016 年 6 月の新大統領就任後には状況が変化する可能性

はあるものの、主要運輸インフラである道路・橋梁の維持管理に係る政策・方針に大きな

変更はないと多くの C/P が推測している。 

組織・技術面：フェーズ I、II を通して、DPWH は組織としての十分なオーナーシップ

を既に有している。C/P の多くが DPWH 内である程度以上のポジションにいることから、

本プロジェクトで移転された知識・技術が DPWH 内で定着し、活用され続ける可能性は

高い。プロジェクト終了後も、現在の C/P 体制を継続させることが計画されており、本プ

ロジェクト成果の持続、他地域へ普及にあたっては、C/P が重要な役割を担うことが大い

に見込める。 

財政面：主要 C/P によれば、「Sustainability Program」提案時には、本プロジェクトの成

果、その継続・普及の必要性も説明することから、承認される見込みは高い。同プログラ

ムが承認されれば、必要予算の確保は確実となる。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1） 計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

・ TWG・CWG が組織され、同グループを中心としてプロジェクト活動が実施されてい

る。C/P は各グループ及びメンバーの業務を十分に理解したうえで活動に従事してい

る。 

・ 専門性・経験・通常業務を考慮し、TWG・CWG メンバーとして、C/P が配置されて

いる。C/P のほぼ全員が通常業務との兼務であるが、本プロジェクトほぼ専任の形で、

コーディネーター及び DPWH-JICA TCP-2 支援スタッフとしての C/P が配置されてい

る。専門家と C/P 間、C/P 間の調整、スムーズなプロジェクト活動の実施を促進して

いる。 

・ プロジェクト全体の進捗は、月例会合、JCC で適切にモニターされている。 

・ 現政権下では道路・橋梁の維持管理予算が潤沢に配分されていること、タイムリーな

予算提案書の準備・提出ができたことから、DPWH は本プロジェクト活動のための十

分な予算を確保できた。 

・ 本プロジェクトでは、マニュアル作成・改訂、OJT という活動に加え、取得した知識・

技術を実際に活用し、パイロットプロジェクトでの一連の作業を実践している。実践

を通じた技術移転は、知識・技術の定着には有効であった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1） 計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクトは、フィリピン側の開発政策及び日本の ODA 政策と整合しており妥当である。

プロジェクト活動は効率的に実施されており、十分なレベルでのプロジェクト成果を産出して

いる。プロジェクト目標も十分に達成されており、残りの活動の実施により、更に達成状況が

向上することが見込める。上位目標達成に向けての見通しも良好であり、政策・組織・財政・

技術的な側面において、プロジェクト終了後の持続性も確保されることが大いに見込める。よ

って、討議議事録（Record of Discussions。以下「R/D」という。）で合意されたとおり、2014

年 9 月に本プロジェクトを終了することは妥当である。 

 

３－６ 提 言 

（1） プロジェクト終了までに実施すべきこと 

プロジェクト目標達成状況の向上、上位目標達成に向け、専門家及び DPWH は以下の
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方策を取ることを提言する。 

1） 作成・改訂したマニュアルの正式承認取得及び配布：プロジェクトで作成・改訂した

マニュアル類（16 種類）につき、長官からの正式承認を迅速に取得し、印刷物の配布、

DPWH イントラネット掲載等、DPWH 内での周知を進める。 

2） 「Sustainability Program」策定及び承認取得：現在検討中の同プログラムにつき、長官

からの正式承認を取得できるよう、可能な限り早くプログラム策定を行う。 

3） 本プロジェクト活動・成果の DPWH 業務化：本プロジェクトにて実施された OJT の

DPWH 通常研修への統合を進める。プロジェクトで作成・改訂したマニュアル類の

DPWH 通常業務での活用を進める。 

 

（2） プロジェクト終了後に行うべきこと 

1） DPWH が行うべきこと：現 C/P が中心となり組織される実施チームが主体となり、全

地域において「Sustainability Program」を実施する。本プロジェクト活動及び成果の DPWH

通常業務への統合を推進する。 

2） JICA が行うべきこと：DPWH 側からの報告を適宜受けることで、「Sustainability 

Program」の進捗状況、道路・維持管理サイクルの機能状況につきモニターする。 

 

３－７ 教 訓 

（1） プロジェクト活動費の確実な確保：本プロジェクトでは、DPWH が予算提案書の準備・

提出をタイムリーに行うことにより、十分なプロジェクト予算を遅滞なく確保することが

でき、プロジェクトの順調な実施が促進された。専門家チームは DPWH の予算プロセス

を熟知していたため必要なタイミングでサポートを行うことが可能であった。プロジェク

ト活動予算の確実な確保のためには、その準備段階において、相手国側の予算制度・スケ

ジュールを十分に確認することが重要である。 

 

（2） 実践を通じた技術移転の有効性：本プロジェクトでは、マニュアル作成・改訂、OJT と

いう活動に加え、取得した知識・技術を実際に活用し、パイロットプロジェクトでの一連

の作業を実践している。実践を通じた技術移転は、知識・技術の定着には有効であり、C/P

の本来業務を技術移転の対象としたことから効果的な協力が可能であった。このように実

践を通じての技術移転を図る場合は、移転先となる C/P の本来業務を十分に考慮したうえ

で活動を計画していくことが重要である。 

 

３－８ フォローアップ状況 

該当なし。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 調査団派遣の経緯 

フィリピン共和国（以下「フィリピン」という。）の道路網の総延長（高速道路を除く）は

2008 年時点で約 21 万 3,150km であり、うち国道（2 万 9,898km）は DPWH が所掌している。

DPWH は予算・計画策定、道路・橋梁等の基準整備等を司る CO と、現場にて道路・橋梁の建

設、維持管理を担う 16 の RO から構成される。 

本プロジェクトのフェーズ I にあたる「道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理向上プロジ

ェクト（2007～2010 年）」では、バギオ、セブ、ダバオの 3 モデル地域事務所を対象とし、管

内技術者の道路・橋梁施工監理能力及び点検・補修技術の向上を目的として協力が実施された。

同プロジェクトでは、道路・橋梁維持管理に係る各種マニュアル類の整備、関連研修が実施さ

れ、3 モデル地域事務所の技術者及びその指揮下にある DEO の技術者の技術・知識がおおむね

向上し、他の RO における技術研修の実施拡大等が成果として確認される等、全国展開に向け

た中核人材が育成された。しかしながら、道路の斜面対策工、橋梁の詳細点検や点検結果の評

価については一連のサイクルとして実施するには課題が残るとして、フェーズ II ではこれらを

協力活動の中心にシフトさせ、現場レベルの技術者の技術・能力向上をめざした活動を 2011

年 10 月～2014 年 9 月までの予定で実施中である。協力対象とする RO については、上記の 3

モデル地域事務所に加え、特殊橋梁を所掌する 4 RO が追加された。協力の具体的内容は、（1）

点検・評価、計画策定、補修・対策工といった個々の業務から構成される道路・橋梁の維持管

理サイクルの改善案の検討・試行、（2）マニュアル・手引書作成やパイロットプロジェクト実

施を通じた道路斜面工に係る現場技術者の能力向上、（3）同活動を通じた特殊橋梁及び一般橋

梁の維持管理に係る現場技術者の能力向上である。日本側からはシャトルベースでの短期専門

家の派遣とともに、長期専門家 1 名が派遣され、DPWH 側からは CO 及び対象地域事務所（管

轄の DEO を含む）から多数の技術者が C/P として活動に参加している。 

2014 年 9 月のプロジェクト終了を控え、これまでのプロジェクト活動の実績、成果をフィリ

ピン側と合同で確認、評価するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類

似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的として、本終了時評価調査団が派遣された。 

 

１－１－２ 派遣目的 

1） 技術協力（Technical Assistance。以下「TA」という。）の開始から終了（調査時点）まで

の実績（投入、活動）の確認、実施プロセスの検証 

2） プロジェクト目標と成果の達成状況、貢献要因・阻害要因の分析 

3） 上記を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点

からの総合的評価 

4） プロジェクト終了時までに行うべきこと、及びプロジェクト終了後に行うべきことにつ

き提言 

5） 類似プロジェクトのための教訓抽出 
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１－２ 調査団の構成と派遣期間 

１－２－１ 調査団の構成 

（1）日本側調査団員 

担当分野 氏名 所属等 

総括/評価企画 石黒 実弥 JICA 経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第二課 企画役 

評価分析 齋川 純子 ㈱コーエイ総合研究所 主任コンサルタント 

 

（2）フィリピン側評価団員 

氏名 担当分野 所属等 

Dr. Judy F. Sese 総括 PM 

DPWH BRS 

Ms. Nenita R. Jimenez メンバー DPM 

DPWH 計画局（Planning Service。以下「PS」という。）

開発計画課長 

Ms. Ma. Soledad Q. Balisi メンバー コーディネーター 

DPWH PS 開発計画課エコノミスト III 

 

１－２－２ 調査日程 

2014 年 3 月 16 日（日）～4 月 5 日（土） 

日付 
調査スケジュール 

石黒（総括/評価企画、3/31～4/5）、齋川（評価分析、3/16～4/5） 

3/16 日 東京→マニラ移動 

3/17 月 プロジェクト専門家ヒアリング、フィリピン側評価チーム・CO C/P とのキックオフ

ミーティング 

3/18 火 JICA フィリピン事務所との協議、プロジェクト専門家ヒアリング 

3/19 水 マニラ→パンパンガ移動、RO-III C/P ヒアリング、対象特殊橋梁（Bamban 橋）視察

3/20 木 パンパンガ→バギオ移動、RO-CAR C/P 及びプロジェクト専門家ヒアリング 

3/21 金 パイロットプロジェクト・サイト（道路斜面対策）視察、RO-CAR C/P ヒアリング

3/22 土 バギオ→マニラ移動、収集情報取りまとめ・評価レポート案作成 

3/23 日 収集情報取りまとめ・評価レポート案作成 

3/24 月 CO C/P ヒアリング 

3/25 火 マニラ→セブ移動、RO-VII C/P ヒアリング 

3/26 水 RO-VII C/P ヒアリング、パイロットプロジェクト・サイト（道路斜面対策）視察、

セブ→ダバオ移動 

3/27 木 RO-XI C/P 及びプロジェクト専門家ヒアリング 

3/28 金 パイロット・プロジェクトサイト（橋梁補修）視察、ダバオ→マニラ移動 

3/29 土 収集情報取りまとめ・評価レポート案作成 

3/30 日 収集情報取りまとめ・評価レポート案作成 

3/31 月 評価レポート案につき日本側評価メンバーにて協議 
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4/1 火 評価レポート案につき合同評価メンバーにて協議 

4/2 水 プロジェクト専門家との協議、評価レポート案につき合同評価メンバーにて協議 

4/3 木 評価レポート最終化作業 

4/4 金 JCC にて発表 

4/5 土 マニラ→東京移動 

 

１－３ プロジェクトの概要 

（1） 協力期間 

2011 月 10 月 1 日～2014 年 9 月 30 日 

 

（2） プロジェクト対象地域 

RO-CAR（バギオ）、RO-VII（セブ）、RO-XI（ダバオ） 

特殊橋梁マニュアル作成：RO-II（ツゲガラオ）、RO-III（パンパンガ）、RO-VIII（タクロ

バン）、RO-XIII（ブトアン） 

 

（3） 上位目標 

道路・橋梁の維持管理に係る DPWH の能力が向上する。 

 

（4） プロジェクト目標 

DPWH モデル地域事務所及び DEO の道路・橋梁の維持管理に係る能力が向上する。 

 

（5） プロジェクト成果 

1） 道路・橋梁の維持管理サイクルが改善する。 

2） 道路斜面維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力が向上する。 

3） 橋梁維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力が向上する。 

 

（6） 実施体制 

＜フィリピン側＞ 

1） DPWH CO 

 JCC 議長、副議長 

 PM、DPM、コーディネーター 

 CO C/P 

2） RO 

 CAR（バギオ）、RO-VII（セブ）、RO-XI（ダバオ）：RO PM、RO C/P 

 RO-II（ツゲガラオ）、RO-III（パンパンガ）、RO-VIII（タクロバン）、RO-XIII（ブ

トアン）：RO C/P 

 

＜日本人専門家＞ 

1） 短期専門家 

 総括/橋梁維持管理/維持管理サイクルマネジメント 
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 副総括/道路維持管理/維持管理サイクルマネジメント 

 橋梁維持管理マニュアル 

 橋梁パイロットプロジェクト監理 

 道路斜面パイロットプロジェクト監理 

 日常維持管理業務ポケットブック作成 

 業務調整/道路維持管理補助/特殊橋梁点検マニュアル作成補助/日常維持管理業務

ポケットブック作成補助 

2） 長期専門家 

 特殊橋梁点検マニュアル 
 

 
図１－１ プロジェクト実施体制 

 
1. プロジェクト年次作業計画に係る協議・承認 

2. プロジェクト年次作業計画の達成状況・進捗状況の評価 

3. プロジェクト実施プロセスにおける課題に係る検討・意見交換 

 

＜議長＞次官 

＜副議長＞次官補 

＜メンバー＞ 

フィリピン側：局長〔PS、BRS、維持管理局（BOM）、設計局（BOD）、建設局（BOC）

局長〕、RO 所長（CAR、RO-VII、RO-XI）、PM、DPM、国家経済開発庁（NEDA）代表

者 

日本側：JICA フィリピン事務所代表者、プロジェクト専門家 

TWG 

 

1. 維持管理サイクルに係る課題の検討・対応策の実施

2. CWG 作成資料のレビュー、助言 

＜部会長＞PM 

関係各局の課長相当レベルからメンバーを選出 

CWG 

 

1. マニュアル改訂・作成作業の実施 

 

各作業部会の目的に基づき、C/P からメンバーを選出 

DPWH 長官 

 

 

 

プロジェク

ト専門家 

プロジェクト 

管理委員会（Management Committee） 

メンバー：次官＋次官補 

部会出席

助言 
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１－４ 評価結果概要 

（1） 成果及びプロジェクト目標、上位目標の達成見込み 

成果 1：道路・橋梁の維持管理サイクルが改善する。→ 達成 

 DPWH 内で作業部会を設置し、1）完工図面等の引き継ぎ管理、2）諸規定の整理・改

善、3）当該技術協力プロジェクト活動の全国展開、をテーマに取り上げ、維持管理

サイクル改善の施行案として取り組んでいる。 

 

成果 2：道路斜面維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力が向上する。 → 

達成 

 プロジェクト活動を通じて、道路維持管理（斜面管理含む）に係る DPWH エンジニア

の能力（技術・知識）は向上していることから、当該成果は十分なレベルで達成。今

後、マニュアル等を活用し、道路維持管理を行っていくことにより、本成果の達成状

況は更に向上の見込み。 

 

成果 3：橋梁維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力が向上する。 → 達

成 

 プロジェクト活動を通じて、橋梁維持管理に係る DPWH エンジニアの能力（技術・知

識）は向上していることから、当該成果は十分なレベルで達成。今後、マニュアルを

活用し、OJT 等を通じて橋梁詳細点検、補修等の実施を他州に広げることにより、本

成果の達成状況は更に向上の見込み。 

 

プロジェクト目標：DPWH モデル地域事務所及び DEO の道路・橋梁の維持管理に係る能力

が向上する。 → 達成 

 道路・橋梁の維持管理に係るマニュアルの作成/改訂、パイロットプロジェクト、OJT

の実施等のプロジェクト活動を通じて、DPWH モデル地域事務所の能力は向上。 

 道路斜面管理及び橋梁補修に係るパイロットプロジェクト（2 バッチ以降）が DPWH

主導で実施されていることは、DPWH の能力向上を示すものであり、プロジェクト目

標は達成と判断。 

 今後、第 3 回橋梁詳細点検 OJT、特殊橋梁詳細点検、RMMM 現場研修が、DPWH 主

導で実施される予定であり、プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標の達成状

況は更に向上することが見込まれる。 

 

上位目標：道路・橋梁の維持管理に係る DPWH の能力が向上する。 

 DPWH は自己予算により本プロジェクト活動を他州にも展開すべく準備を進めてお

り、これらが着実に実施されれば、上位目標の達成に至る可能性が高い。 

 

１－５ 所 感 

（1） 協力内容がカウンターパート（C/P）の業務体制と合っていた点が高い協力効果に貢献 

本プロジェクトは特に DPWH の RO の職員を対象として、マニュアル整備、点検保守に係

る OJT、パイロット事業等を通じた個別技術の導入・定着支援を行うものであった。DPWH
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においては橋梁・道路補修等に係る点検、計画、設計、施工監理等の一連の作業をプロパー

職員が直営にて行う体制となっており、座学及び現場研修を通じて個々の職員の知識・技量

向上をめざした協力は、オーソドックスなアプローチであるものの、DPWH RO の業務体制・

実態に即しており、協力成果を上げるうえで極めて有効であったと思われる。 

 

（2） DPWH による先方負担分の予算措置の着実な履行が円滑な運営に寄与 

本プロジェクトにおいてはフェーズ I に引き続き現地研修に係る先方参加者の日当宿泊・

交通費等及びパイロット事業費用は DPWH 側が負担した。予算措置の遅れが活動の進捗に影

響を与えたフェーズ I の経験が十分に生かされ、予算は DPWH 側にて必要なタイミングで確

保された。プロジェクト・マネジャーのセセ局長によると、フェーズ I においては他の予算

費目等からの流用が必要であったために予算確保に時間を要したが、フェーズ II においては

DPWH の予算書の正式費目として本プロジェクトに係る活動経費を要求・承認されたので、

スムーズな予算執行が可能であったとのこと。なお、専門家側にても DPWH に対して必要な

情報を準備し、スケジュール管理支援等も行っていた点も考慮に入れるべきである。 

 

（3） DPWH 合理化計画によるプロジェクト成果発現への特段の影響はない 

DPWH においては、組織合理化計画に基づき早期退職する C/P 職員もあったものの、DPWH

では後任人事を間断なく行い、前任から後任への業務の引き継ぎも実施されたためプロジェ

クト活動に支障が生じることはなかった。 

DPWH の合理化計画は、橋梁・道路補修業務の大幅な民間委託へ移行等を実施するもので

はなく、若手の採用が再開されるなど世代の若返り施策の一面も有し、本プロジェクトの前

提条件及び持続性等に影響を与える可能性は低いものと思われる。 

 

（4） 斜面対策工及び橋梁補修工等へ本邦技術・製品を導入 

上述のとおりパイロット工事等に係る費用は DPWH 予算から支弁されているが、旭化成製

ジオテキスタイルを用いた盛土工、東レ製炭素繊維を用いた橋梁補修等の本邦技術及び製品

を活用した工法が採用された点は特筆すべきである。当該技術・製品がフィリピンにはもと

もと存在しないことから海外から導入せざるを得なかったという事情はあるものの、プロジ

ェクト側よりは客観的なデータ等を交え本邦製品を推奨し、先方政府予算による調達に至っ

た点は大いに評価できる。なお、当該技術の本格的な利活用については、パイロット事業に

よる効果等が DPWH 内で評価されたのちに検討となると思われるが、他国の類似技術や製品

に先んじて施行導入できた点は、TCP を通じて本邦技術導入の可能性を高めた点で特筆に値

する。 

 

（5） プロジェクト成果の他 RO への展開等は要フォロー 

本プロジェクトの成果及び目標は達成見込みであり、また、プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix。以下「PDM」という。）の枠組みにおいての継続協力に

係る要望等は DPWH 側からはなされなかった。特に橋梁点検・補修については、自律的に業

務を遂行し、OJT やセミナー等で講師を務めることのできるレベルの C/P 職員が育っており、

また、全 RO への本プロジェクト成果の波及を目的とした DPWH の研修プログラムの実施も
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準備されている。他方、道路の斜面対策工については、パイロット事業を 1 サイクル実施し

た段階であり、本格的な導入については道路斜面対策並びにフィリピンにおいての道路防災

等のあり方の検討などと合わせて DPWH で一定期間を経て検討されるべき性質のものであ

り、潜在的な支援ニーズがあるといえる。したがって、本終了時評価においては、JICA に対

する提言として、橋梁補修、斜面対策技術の全国展開プログラム等をフォローすることが望

ましいとしており、現地 ODA タスクフォース等を通じて DPWH と対話が進められることを

期待したい。 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 調査手法 

本終了時評価は、新 JICA 事業評価ガイドライン（第 1 版）に基づき、プロジェクト・サイク

ル・マネジメント（Project Cycle Management。以下「PCM」という。）の評価手法を採用して、

日本、フィリピン双方の評価メンバーから構成される合同評価調査団により実施された。 

本終了時評価にあたっては、以下の評価 5 項目の観点からの検討を行い、評価を実施した。 

1） 妥当性：プロジェクトが定めた上位目標とプロジェクト目標が、被援助国の開発政策やタ

ーゲット・グループのニーズと一致しているか、また、これらの目標を達成するためのプロ

ジェクト・デザインが妥当であったかを検証するものである。 

2） 有効性：プロジェクト実施によって、ターゲット・グループに対して便益をもたらすこと

ができたか否かを評価するものである。そのためにはプロジェクト目標の達成度を分析する

とともに、その内容について、プロジェクト活動による成果（アウトプット）産出への貢献

度を検証することが必要である。 

3） 効率性：プロジェクト実施過程における生産性のことであり、投入が成果にどれだけ効率

的に転換されたかを検討する。 

4） インパクト：プロジェクト実施により生じた直接的及び間接的なポジティブ、ネガティブ

な効果、影響のことである。 

5） 持続性：プロジェクト実施による効果が、プロジェクト終了後においても持続されるかど

うか、それらの阻害及び貢献要因について、政策及び制度的側面、組織及び財政的側面、そ

して技術的側面から検証するものである。 

 

２－２ データ収集・分析方法 

本終了時評価にあたっては、以下のデータを事前に収集・検討し、プロジェクト実績、実施プ

ロセス、評価 5 項目ごとに、評価設問を設定した評価グリッド（和文、英文）を作成した（付属

資料「１．評価グリッド」参照）。 

1） 詳細計画策定調査報告書、R/D、PDM、活動計画（Plan of Operation。以下「PO」という。）

等、プロジェクト計画資料 

2） プロジェクト活動進捗報告書 

3） プロジェクト・チームで作成した、日本側、フィリピン側投入の詳細 

同グリッドに基づき、プロジェクト専門家及び C/P 向けの質問票を作成し、現地調査前に配布

した。現地調査では、同質問票に基づき、プロジェクト専門家及び C/P への聞き取りを行うとと

もに、パイロットプロジェクト・サイトの視察等を通じ、情報を収集した。 

収集した情報に基づき、PDM に掲げられた指標と照らしてプロジェクトの進捗及び成果の達成

状況をまず確認したうえで、上記評価 5 項目の観点から調査結果の分析を行った。日本側評価チ

ームで評価報告書ドラフトを作成したあと、これに基づき合同評価チームにて協議を行い、最終

化した。2014 年 4 月 4 日付にて、双方チーム総括が報告書への署名を行った。 
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２－３ 主要面談者 

（1） DPWH 側関係者 

＜PM、DPM、コーディネーター＞ 

Dr. Judy F. Sese Project Manager, Director of Bureau of Research and Standards 

Ms. Nanita r. Jimenez Deputy Project Manager, OIC-Division Chief, Development Planning 

Division, Planning Service 

Ms. Ma. Soledad Q. Balisi Coordinator, Economist III, Development Planning Division,

Planning Service 

 

＜TWG メンバー＞ 

Ms. Edna f. Menez OIC-District Engineer, District Engineer’s Office, Albay 2nd DEO 

Mr. Aristarco M. Doroy OIC-Assistant Director, Assistant Director’s Office, Bureau of 

Construction 

Mr. Adriano M. Doroy Assistant Director, Assistant Director’s Office, Bureau of Design 

 

＜CO C/P＞ 

Mr. Emmanuel Adriano Member on BEIM, BMI/QC, SBIM, Engineer II, Development

Planning Division, Planning Service 

Ms. Carina B. Diaz Member on RMI/QC, Engineer III, Highways Division, Bureau of

Design 

Mr. Elmer R. Figueroa Member on RMI/QC, Engineer III, PAD I, Bureau of Construction 

Mr. Ernante S. Antonio Member on RMMM, Engineer III, Inspectorate Division, Bureau of

Maintenance 

Mr. Egan Luis J. Fajardo Member on RSMS, ITO II, IMS 

 

＜RO-CAR（バギオ）＞ 

Ms. Nerie D. Bueno Assistant Regional Director 

Ms. Elsa T. Naboye Regional Project Manager, Engineer III (OIC-Asst. Chief), Quality 

Assurance & Hydrology Division 

Mr. Jay Jenner B. Biares Member on RMI/QC, Engineer III, Planning & Design Division 

 

＜RO-III（パンパンガ）＞ 

Mr. Antonio V. Molano, Jr. Regional Director 

Ms. Violeta T. Liwanag Member on SBIM, Engineer II (OIC-Asst. Chief), Quality Assurance 

& Hydrology Division 

Ms. Recy L. Calma Member on SBIM, Engineer II, Planning & Design Division 

 

＜RO-VII（セブ）＞ 

Mr. Ador G. Canlas Regional Director 

Ms. Ramie B. Doroy Regional Project Manager, OIC-D.E., Negros Or. 1st DEO 
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Ms. Leah V. Negre Member on RSMS, Engineer III, Planning & Design Division 

Ms. Rosario C. Calves Pilot Project Engineer for Roads, Engineer III, Maintenance Division

Mr. Vincente R. Valle, Jr. Member on BMI/QC, RMI/QC, Engineer IV, Quality Assurance &

Hydrology Division 

Mr. Feliciano R. Espina Member on BEIM, Pilot Project Engineer for Bridge, BMI/QC, 

Engineer III, Maintenance Section, Negros Or. 1st DEO 

 

＜RO-XI（ダバオ）＞ 

Ms. Rowena P. Jamito Regional Project Manager, Engineer V, Maintenance Division 

Mr. Alvin C. Cabuenas Member on BEIM, Pilot Project Engineer for Bridge, BMI/QC, 

Engineer III, Maintenance Division 

Ms. Aurora M. Lacasandile Member on BMI/QC, RMI/QC, Engineer III, Construction Division

Ms. Elsa G. Grumo Member on RMMM, Engineer III, Maintenance Division 

Ms. Ma. Ysobel Suzete  

C. Piatos 

Member on RSMS, Draftsman II, Maintenance Division 

 

（2） 日本側関係者 

＜プロジェクト専門家＞ 

長尾 日出男 総括/橋梁維持管理/維持管理サイクルマネジメント 

山崎 竜一 副総括/道路維持管理/維持管理サイクルマネジメント 

尾幡 佳徳 特殊橋梁点検マニュアル 

高田 壮進 橋梁維持管理マニュアル 

井澤 衛 橋梁パイロットプロジェクト監理 

佐川 信之 道路斜面パイロットプロジェクト監理 

松下 健介 業務調整/道路維持管理補助/特殊橋梁点検マニュアル作成補助/

日常維持管理業務ポケットブック作成補助 

 

＜JICA フィリピン事務所＞ 

白水 健一 所 員 

Mr. Floro O. Adviento Program Manager, Economic Growth Section 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

（1） 専門家派遣 

短期専門家 10 名、長期専門家 1 名が派遣されている。2014 年 3 月末までの派遣日数は、

短期専門家合計 2,779 日、長期専門家 547 日である。プロジェクト終了時までには、更に

短期専門家合計 290 日、長期専門家 183 日が派遣される予定である。詳細については、付

属資料「２．Joint Terminal Evaluation Report」Annex-1 (1)を参照。 

 

（2） 本邦研修 

これまで 3 回の本邦研修が実施され（2012 年 8 月 26 日～9 月 8 日、2013 年 7 月 28 日～

8 月 10 日、2013 年 10 月 20 日～11 月 2 日）、延べ 22 名の C/P が参加した。詳細について

は、付属資料「２．Joint Terminal Evaluation Report」Annex-1 (2)を参照。2014 年 5 月に第

三国研修（ラオス）、2014 年 7 月に第 4 回本邦研修を予定している。 

 

（3） 機材供与 

事務機器は CO プロジェクト事務所、3 モデル地域事務所（CAR、VII、XI）に供与され、

プロジェクト活動に活用されている。点検用機材は CO BRS に保管され、DPWH 内研修に

活用されている。詳細については、付属資料「２．Joint Terminal Evaluation Report」 Annex-1 

(3)及び表 3-1 を参照。 

 

表３－１ 供与機材 

No. 資機材名 数量 価格 

1 レーザー距離計 1 ¥95,138 

2 地層傾斜計 1 ¥81,264 

3 リバウンドハンマー 1 ¥359,941 

4 リバウンドハンマーのキャリブレーション機材 1 ¥35,677 

5 超音波コンクリート探傷器 1 ¥638,220 

6 フェノールフタレイン 20 ¥20,613 

7 ハーフ・セル 1 ¥254,495 

8 高圧空気計 1 ¥124,473 

9 高圧空気計のキャリブレーション機 1 ¥9,118 

10 超音波厚計 1 ¥124,473 

11 穿孔機 1 ¥797,577 

12 ポータブルタイプ圧縮試験機 1 ¥344,084 

13 簡易動的貫入試験機 1 ¥277,487 

14 電磁式膜厚計 1 ¥131,608 

15 鉄筋探査計（磁気式） 1 ¥1,767,989 
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16 鉄筋探査計（レーダー式） 1 ¥3,282,275 

17 赤外線サーモグラフィ装置 1 ¥2,735,229 

18 プロジェクター 1 ¥165,390 

19 ビデオレコーダー 1 ¥80,460 

20 コピー機 1 ¥715,200 

21 デジタルカメラ 3 ¥108,621 

22 ラップトップコンピュータ 3 ¥388,890 

23 デスクトップコンピュータ 3 ¥278,928 

24 カラープリンター 2 ¥49,992 

25 スキャナー 2 ¥49,992 

26 放射温度計 3 ¥60,170 

27 スベリ抵抗測定器 1 ¥1,267,845 

出所：プロジェクト専門家 
注：機材 No.1～17、No.26、No.27 は BRS にて保管。No.18～20、22 はプロジェクト事務所

にて使用。No.21、No.23～25 はモデル地域事務所に供与。 

 

（4） 現地業務費 

2011 年（9～12 月）は 96 万円、2012 年は 644 万円、2013 年は 1,451 万円がプロジェク

ト活動に支出された。2014 年（1～9 月）は 611 万円が支出される予定である。 

 

３－１－２ フィリピン側投入 

（1） カウンターパート（C/P）の配置 

以下のとおり、延べ 56 名の DPWH 職員が本プロジェクトの C/P として配置された。 

 

本プロジェクトでのポジション DPWH でのポジション等 

PM BRS 局長 

DPM PS 開発計画課長（2013 年 12 月交代） 

コーディネーター PS 開発計画課 Engineer III→Economist III に交代（2013 年 12

月） 

TWG メンバー 維持管理局〔（Bureau of Maintenance。以下「BOM」という。）、

同局からの C/P は Albay 第 2DEO に異動、C/P は継続〕、建

設局（Bureau of Construction。以下「BOC」という。）、設計

局（Bureau of Design。BOD）、BRS（2013 年 12 月に要員交

代）課長レベル相当の職員を配置 

CWG メンバー CO（マニラ）：PS、BOD、BOC、BOM、BRS、情報管理局

（Information Management Service。以下「IMS」という。）よ

り延べ 13 名（うち 2 名が 2013 年 12 月に交代）が配置 

CAR（バギオ）：RO PM を含む 4 名配置 

RO-VII（セブ）：RO PM を含む 8 名配置 

RO-XI（ダバオ）：RO PM を含む 5 名配置 
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RO-II（ツゲガラオ）：2 名配置 

RO-III（パンパンガ）：2 名配置 

RO-VIII（タクロバン）：延べ 3 名（うち 1 名が 2013 年 10

月に交代）配置 

RO-XIII（ブトアン）：2 名配置 

DPWH-JICA TCP 支援スタッフ CO、CAR（バギオ）、RO-VII（セブ）、RO-XI（ダバオ）の

プロジェクト事務所に各 1 名配置 

 

詳細については、付属書類「2. Joint Terminal Evaluation Report」Annex-2（1）を参照。 

 

（2） 事務所及び設備の提供 

設備（電話回線、電気、水、机、椅子、棚、エアコン等）を伴ったプロジェクト事務所

が、CO、RO-CAR（バギオ）、RO-VII（セブ）、RO-XI（ダバオ）で提供された。 

 

（3） 現地業務費 

本プロジェクト活動実施のため、2012 年は 1 億 4,700 万フィリピンペソ（Philippine Pesos。

以下「PHP」という。）（3 億 3,638 万円）、2013 年は 1 億 6,600 万 PHP（3 億 7,986 万円）、

2014 年は 1 億 7,900 万 PHP（4 億 961 万円）の予算が割り当てられた。 

 

３－２ 活動の実施状況 

本プロジェクトでは、以下の成果（アウトプット）を達成するために、さまざまな活動が実施

されている。 

成果 1：道路・橋梁の維持管理サイクルが改善する。 

成果 2：道路斜面維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力が向上する。 

成果 3：橋梁維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力が向上する。 

 

３－２－１ 成果 1 を達成するための活動 

PDM 記載の活動 活動状況 達成状況

1-1 TWG は、道

路・橋梁の維持管

理サイクルの現

状を見直し、課題

を確認する。 

 

 

 

各年次で維持管理サイクルに係る課題を抽出し、改善活動に向

けての検討を行った。 

<1 年次> 

 円滑な維持管理サイクルを進めるうえで、設計図書類の保管

が課題の一つと考えられ、「設計図書の保管及び移管改善」

が第 1 年次の検討課題として選ばれた。 

 TWG 会合（8 回）及びワークショップ（CWG メンバーも含

む）にて改善策が検討され「図書移管改善及び電子ファイリ

ングシステム導入」に係る提案書が作成され第 2回 JCC（2012

年 10 月 4 日）に提出。 

 提案されたファイリングシステムは DPWH が導入を進めて

75％程度

の進捗 

 

2014 年 8

月まで継

続 

1-2 TWG は、道

路・橋梁の維持管

理サイクルの改
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善策を検討する。 

 

 

 

いる ISO システムに組み入れられた。 

<2 年次> 

 第 2 年次テーマ「DO の発令手続き改善及び分類整理」につ

き、DPWH で発令された DO の実態を調査し、改善に向けた

有効な方法につき議論。 

 TWG 会合（10 回）での協議を経て、ワークショップにて分

類案・改善策を取りまとめ第 3 回 JCC（2013 年 9 月 26 日）

にて提案。 

 DPWH 長官から全局に対しこれまでに発令された DO のイ

ンベントリー調査を実施すべき旨の指示が出された。これは

2014 年 4 月半ばまでに完了予定で、DO の分類・統合・削除

作業が進められている。 

<3 年次> 

 本プロジェクトの経験・成果を他地域へ波及させることの重

要性にかんがみ、終了後の「Sustainability Program」が第 3

年次テーマとして選ばれた。 

 プログラム案（実施根拠、目的、対象地域、研修期間、研修

手法、予算等）が作成され、これまで 3 回 TWG が開催され、

協議がなされた。 

 同プログラムの最終化に向け更に協議を継続する予定であ

る。最終プログラムは、正式承認に向け第 5 回 JCC（2014

年 8 月開催予定）に提出される予定である。 

1-3 TWG は、道

路・橋梁維持管理

サイクルに係る

ワークショップ

を開催する。 

 

 

 

 

1-4 TWG は、道

路・橋梁維持管理

サイクルの改善

に向けての試行

策を実施する。 

 

３－２－２ 成果 2 を達成するための活動 

PDM 記載の活動 活動状況 達成状況

2-1 RSMS 及び同

マニュアルの活

用を促進する。 

 CWG 会合（6 回）を開催し、DPWH におけるアセットマネ

ジメントシステム現況及び RSMS 利用状況を把握し、RSMS

に係る課題及びその改善策につき検討した。 

 現況確認・検討の結果、RSMS を他のアセットマネジメント

システムと統合させることは不可能と判断された。対応策と

して、1）現 RSMS をスタンドアロン型で復活・使用する、2）

道路斜面対策工事に係る投資計画作成には RSMS は使用し

ない、3）新たな統合化したシステムとして別の RSMS（ソ

フトウェア及びモジュール）を開発する、という 3 つの選択

肢が挙げられ、選択肢 3）が最適であると結論づけられた。 

完了 

2-2 道路斜面維

持管理技術に係

るパイロットプ

ロ ジ ェ ク ト

＜CAR＞ 

 Banguet-Nueva-Vizcaya Road 沿いから、KM315 ~ 316 区間を

パイロットサイトとして決定。 

 現地測量、詳細設計、契約図書作成を実施し、2013 年 4 月

ほぼ完了

 

2014 年 8

月まで継
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（CAR、リージョ

ン VII）を実施す

る。 

工事契約を締結。施工監理を通じて専門家から C/P への技術

移転を実施。 

 第 1 回道路斜面 OJT（2013 年 6 月 24～25 日）を実施。C/P18

名（CO、CAR、VII、XI）、DEO 技術者 20 名、コントラクタ

ー側技術者 10 名が参加し、講義（コンクリート品質管理、

現場点検・調査、道路斜面対策、現場測定機器）、現場視察、

測定方法実演、グループ討議・発表を実施。 

 完工検査は済んでいないが、工事はほぼ完了、2014 年 8 月

までモニタリングを継続予定。 

 DPWH 主導によるパイロットプロジェクト第 2 バッチ工事

が 2013 年 4 月より実施。専門家は必要に応じた助言、支援

を提供。 

＜RO-VII＞ 

 Naga-Uling Road（KM35）をパイロットサイトとして決定。 

 現地測量、詳細設計、契約図書作成を実施し、2013 年 7 月

工事契約を締結。施工監理を通じて専門家から C/P への技術

移転を実施。 

 第 2 回道路斜面 OJT（2013 年 11 月 26～28 日）を実施。41

名（CO、CAR、VII、XI からの C/P、DEO 技術者）が参加し、

講義（道路斜面対策、補強土工法、ジオグリッド材料試験、

ジオテキスタイルの適用）、現場視察、測定方法実演、グル

ープ討議・発表を実施。 

 パイロットプロジェクト第 1 バッチ工事は 2014 年 5 月に完

工予定、2014 年 8 月までモニタリングを継続予定。 

 DPWH 主導によるパイロットプロジェクト第 2 バッチ工事

が 2013 年 11 月より実施。プロジェクト専門家は必要に応じ

た助言、支援を提供。 

続 

2-3 フェーズⅠ

で整備した道路

維持管理・QC に

係るマニュアル

及びガイドライ

ンを見直し、必要

に応じて改訂す

る。 

 道路関連マニュアル 3 種類（ 1. Guidebook for Road 

Construction and Maintenance Management in the Republic of 

the Philippines; 2. Road Project Management and Supervision 

Manual Volume I; 3. Road Project Management and Supervision 

Manual Volume II）につき、CWG 会合を開催し、1）使用状

況の確認、2）課題の抽出、3）改訂作業計画作成、4）改訂

作業のステップにて、改訂作業を進めた。 

 改訂版（ドラフト）は TWG がレビュー、第 4 回 JCC（2014

年 4 月 4 日開催）に提出済み。Management Committee からの

勧告、長官からの承認取得後、同マニュアル最終版は印刷製

本、関係先に配布予定。 

ほぼ完了

 

2014 年 8

月まで継

続 

2-4 RMMM を見 ＜RMMM＞ ほぼ完了
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直し、必要に応じ

て改訂し、日常維

持管理業務ポケ

ットブックを作

成し、整備したポ

ケットブックを

使用して OJT を

実施する。 

 CWG 会合（6 回）開催、モデル地域事務所維持管理担当者

へのインタビュー等を通じて、現状確認、課題抽出、改訂作

業を実施。 

 改訂版（ドラフト）は TWG によるレビュー後、第 4 回 JCC

（2014 年 4 月 4 日開催）に提出済み。 

＜ポケットブック＞ 

 日常維持管理作業に従事する末端の技術者が現場で参照で

きる冊子を作成して欲しいとのリクエストが DPWH 側から

あり、ポケットブック作成業務が追加となった。 

 作成したポケットブック案を使用して、3 モデル地域事務所

の維持管理技術者を対象に現場研修を実施した：第 1 回 XI

（2013 年 6 月 13～14 日）、第 2 回 VII（2013 年 6 月 20～21

日）、第 3 回 CAR（2013 年 6 月 27～28 日）。 

 TWG によるレビュー後、第 3 回 JCC（2014 年 9 月 26 日開

催）に提出。2014 年 4 月に、長官からの承認を取得、関係

先への配布が開始されている。 

 

2014 年 8

月まで継

続 

 

３－２－３ 成果 3 を達成するための活動 

PDM 記載の活動 活動状況 達成状況

3-1 橋梁管理シ

ス テ ム （ Bridge 

Management 

System 。 以 下

「BMS」という。）

に係る詳細点検

マニュアルを作

成する。 

 CWG 会合にて、作成方針、目次、内容等を検討し、案を作

成。 

 第 3 版作成後、既存橋梁（Careel 橋、XI）でプレテストを実

施（2012 年 6 月 25～29 日）、NDT、点検フロー、点検フォ

ーム内容、点検結果評価分析等につき確認。 

 CWG 会合での協働作業を通じ、第 4、5 版の作成を進め、TWG

によるレビュー後、第 5 版を第 3 回 JCC（2013 年 9 月 26 日

開催）に提出。現在、長官からの正式承認待ちの状況。 

ほぼ完了

 

2014 年 8

月まで継

続 

3-2 詳細点検マ

ニュアルを使っ

た橋梁詳細点検

を実施する。 

 第 5 版マニュアルを使用し、OJT を実施（第 1 回 2013 年 2

月 18～22 日 VII ネグロス島、第 2 回 2013 年 9 月 9～13 日

XI）。NDT 機材を使用しての詳細点検を実施、劣化予測も含

めた点検レポートを作成し、詳細点検技術を移転した。 

 第 3 回 OJT は当初より DPWH 主体で実施の予定。第 2 回 OJT

は他地域も含めての実施であり、プロジェクトとしての活動

はこれで終了という判断になった。第 3 回 OJT は他地域も

含め、DPWH により今後実施の予定。 

完了 

3-3 橋梁補修に

係るパイロット

プロジェクトを

実施する。 

＜RO-VII＞ 

 現地詳細調査の結果、4 橋（ネグロスオリエンタルの Malaga

橋、Pinocawan 橋、Jilocon 橋、ボホールの Sun-ok 橋）をパ

イロットプロジェクトサイトとして選定。 

完了 
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 橋梁補修マニュアルに基づき補修工法を選定、詳細設計を実

施し、2013 年 4 月工事契約を締結した（2013 年 10 月完工）。 

 第 2 回橋梁補修 OJT（2013 年 5 月 20～24 日）を実施。45 名

（CO、II、III、VII、XIII からの C/P、DEO 技術者）が参加

し、講義（橋梁補修マニュアル、補修工法）、現場点検・補

修研修、グループ討議・発表を実施。 

 DPWH 主導によるパイロットプロジェクト第 2 バッチ補修

工事が 2014 年 2 月より開始。専門家は必要に応じた助言、

支援を提供。 

＜RO-XI＞ 

 現地詳細調査の結果、4 橋（Tamogan 橋、Agdao 橋、Buhangin

橋、Careel 橋）をパイロットプロジェクト・サイトとして選

定。 

 橋梁補修マニュアルに基づき補修工法を選定、詳細設計を実

施し、2012 年 7 月工事契約を締結した（2012 年 12 月完工）。 

 第 1 回橋梁補修 OJT（2012 年 9 月 17～21 日）を実施。34 名

（CO、CAR、VII、XI からの C/P、DEO 技術者）が参加し、

講義（橋梁補修マニュアル、補修工法）、現場点検・補修研

修、グループ討議・発表を実施。 

 DPWH 主導によるパイロットプロジェクト第 2 バッチ補修

工事が 2013 年 10 月より実施。専門家は必要に応じた助言、

支援を提供。 

3-4 フェーズⅠ

で整備した橋梁

維持管理・QC に

係るマニュアル

及びガイドライ

ンを見直し、必要

に応じて改訂す

る。 

 見直し、改訂の対象として、以下のマニュアル/ガイドライ

ン 6 種類を選定。 

1. Quality Control Manual on Concrete and Steel Bridges 

Structures 

2. Bridge Repair Manual 

3. Bridge Inspector’s Handbook 

4. Load Rating Manual 

5. Bridge Inspection Manual for 1st Mandaue Mactan Bridge 

(MMB) 

6. Bridge Inspection Manual for Marcelo Fernan Bridge (MFB) 

 CWG 会合を開催し、改訂方針、作業内容（例、1.及び 2.は、

パイロットプロジェクトで採用された新たな補修工法を追

加）を確認し、レビュー改訂作業を実施。 

 改訂版（ドラフト）は TWG によるレビュー後、第 4 回 JCC

（2014 年 4 月 4 日開催）に提出済み。Management Committee

からの勧告、長官からの承認取得後、同マニュアル最終版は

印刷製本、関係先に配布予定。 

ほぼ完了

 

2014 年 8

月まで継

続 
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 マニュアル 5.及び 6.を活用し、同橋梁の点検を 2014 年 5 月

に実施する予定。 

3-5 RMMM を見

直し、必要に応じ

て改訂し日常維

持管理業務ポケ

ットブックを作

成し、整備したポ

ケットブックを

使用して OJT を

実施する。 

 上記 2-4 と共通。 ほぼ完了

 

2014 年 8

月まで継

続 

3-6 特殊橋梁点

検マニュアルを

作成する。 

 以下橋梁を対象として選定 

1. 鋼斜張橋：Diosdado Macapagal Bridge（XIII ブトアン） 

2. PC 箱桁橋：Agas-Agas Bridge（VIII タクロバン） 

3. 鋼アーチ橋：Bamban Bridge（III パンパンガ） 

Liloan Bridge/ Bilian Bridge（VIII タクロバン） 

4. 吊橋：Magapit Bridge（II ツゲガラオ） 

 CWG 会合（9 回）開催を通じて、作成方針、内容検討、現

場での点検方法を確認し、マニュアル作成作業を実施。 

 マニュアルドラフトは TWG によるレビュー後、第 4 回 JCC

（2014 年 4 月 4 日開催）に提出済み。 

ほぼ完了

 

2014 年 8

月まで継

続 

3-7 特殊橋梁点

検マニュアルを

使った橋梁点検

研修を実施する。 

 2013 年 10 月 7～11 日於 RO-III（パンパンガ）、2013 年 11 月

11～15 日於 RO-II（ツゲガラオ）、2013 年 12 月 9～13 日於

RO-XIII（ブトアン）で OJT セミナーを実施。点検マニュア

ルドラフトの説明、対象橋梁につき点検研修を実施。台風（ヨ

ランダ）被害のため、2014 年 1 月実施予定の VIII（タクロ

バン）での OJT は中止。 

 DPWH の主導により、同マニュアルを利用しての詳細点検を

RO-II（2014 年 4、5、6 月）、III（2014 年 4、6、7 月）、XIII

（2014 年 6、7、8 月）で実施する予定である。専門家は必

要に応じて助言、支援を提供する予定。 

ほぼ完了

 

2014 年 8

月まで継

続 

 

３－３ 成果の達成状況 

PDM に示された指標に基づいた、成果の達成状況は下表のとおりである。 

 

PDM 記載の成果 指標 達成状況 

成果 1： 

道路・橋梁の維持

管理サイクルが改

1-1 維持管理サイク

ルに係る TWG/ワーク

ショップに参加した

 道路・橋梁の維持管理サイクルに係る課題が抽

出され、3 課題につき改善策が議論された。 

 TWG 会合やワークショップは、C/P 側による
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善する。 参加者の理解度。 維持管理サイクルに係る課題抽出の場として

機能した。年次ごとに課題抽出を行い、図面等

移管改善及び電子ファイリングシステム導入

（1 年次）、DO の発令手続き改善及び分類整理

（2 年次）、「Sustainability Program」検討（3 年

次）の DPWH の維持管理サイクルを強化する

ためのテーマが選ばれた。3-2-1 のとおり実施

に移されたものもあり、おおむねその進捗状況

は良好である。ワークショップ等への参加者の

理解度としては、課題抽出から対策・改善策の

実施の段階まで進んでおり、本指標は十分に達

成されているといえる。 

1-2 道路・橋梁の維持

管理サイクルの改善

に向けての試行策の

実績。 

 「ファイリングシステム」及び「DO 改善」に

係る TWG による改善提案に対し、DPWH は改

善に向けた対策として、設計図書の保管及び移

管改善については国際規格の ISO 取得のため

の活動に組み込み済み。DO改善については CO

各局に DO 実態調査委員会を設立し整理統合

に係る改善活動を既に実施している。よって、

本指標は達成されているといえる。 

成果 2： 

道路斜面維持管理

に係るモデル地域

事務所及び DEO

技術者の能力が向

上する。 

2-1 プロジェクトで

の研修、道路斜面管理

に係るパイロットプ

ロジェクトに参加し

た技術者の知識及び

技術の向上度の自己

認識。 

 

 フィリピンでは斜面対策工事の実績は限られ

たものであり、プロジェクト活動参加者の道路

斜面管理に係る知識及び技術も極めて限定的

であった。 

 専門家及び C/P の認識によれば、パイロットプ

ロジェクトにおいて日本の斜面対策工法技術

を紹介したことにより、C/P を含む技術者の知

識・技術は明らかに向上し、斜面対策への問題

意識が生じたとのことである。 

 プロジェクトの試験結果でも、9 割の参加者が

理解度 70 点以上の成績を出している 

 よって、本指標については十分なレベルで達成

されているといえる。ただし、パイロットプロ

ジェクトを通じて紹介できた工法技術は限定

的であり、DPWH 技術者の更なる知識・技術

の向上が望まれる。 

2-2 技術者の、プロジ

ェクトにより改訂さ

れた道路維持管理に

 CWG メンバーが中心となって道路維持管理に

係るマニュアルの改訂作業を行ったことから、

同メンバーはその内容を熟知している。 
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係るマニュアル /ガイ

ドラインについての

理解度。 

 マニュアルの内容を簡潔にし、利用者が扱いや

すい・理解しやすい形への改訂を行った。 

 RMMM ポケットブックはドラフトを使用して

の講義・現場研修を、維持管理に従事する技術

者を対象に実施した。同研修により、参加技術

者の理解度の向上が見受けられた。 

 以上より、本指標については既にある程度達成

されたといえる。正式マニュアルとして承認後

に、最終版が関係者に配布される予定である。

関連の技術者が実際に同マニュアル等を活用

することにより、本指標の達成状況は更に向上

すると考えられる。 

成果 3： 

橋梁維持管理に係

るモデル地域事務

所及び DEO 技術

者の能力が向上す

る。 

3-1 プロジェクトで

の橋梁詳細点検、橋梁

補修に係るパイロッ

トプロジェクトに参

加した技術者の知識

及び技術の向上度の

自己認識。 

 橋梁詳細点検 OJT では、OJT 前後に試験が実

施された。試験結果から、参加者の知識の向上

がみられた（第 1 回 OJT：十分な知識 6％→

45％、第 2 回 OJT：参加者の 85％が 75 点以上

を取得）。 

 パイロットプロジェクトでは新たな工法が採

用されており、また、OJT に参加した技術者は

新規採用者も多く、OJT を通じて知識・技術が

明らかに向上したことを、専門家及び C/P 双方

が認識している。OJT 後の試験でも参加者が知

識・技術を得たことがうかがえる（75 点以上

を取得した参加者は、第 1 回 OJT は 65％、第

2 回 OJT は 73％）。 

 DPWH には特殊橋梁点検マニュアルはなく、

特殊橋梁の点検もほとんど実施されてこなか

った。よって、同マニュアル作成・点検研修を

通じて参加 C/P の知識・技術は明らかに向上し

ている。 

 以上より、本指標は十分なレベルで達成してい

るといえる。 

3-2 技術者の、プロジ

ェクトにより作成・改

訂された橋梁維持管

理に係るマニュアル /

ガイドラインについ

ての理解度。 

 マニュアルは CWG メンバーが中心となって、

作成・改訂作業を行ったことから、同メンバー

は内容を熟知している。 

 詳細点検研修、パイロットプロジェクトでの

OJT を通じて、参加者はマニュアルの基本的内

容を理解している。 

 以上より、本指標についてはある程度達成され
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たといえる。 

 正式マニュアルとして承認後に、最終版が関係

者に配布することが予定されている。また、プ

ロジェクト期間中に、同マニュアルを活用して

の、橋梁詳細点検 OJT、MMB/MFB 詳細点検、

特殊橋梁詳細点検が実施される予定であり、本

指標の達成状況は更に向上すると考えられる。

 

成果 1 について：上記「指標の達成状況」にて記載したとおり、道路・橋梁の維持管理サイク

ルに係る課題が抽出され、改善策が DPWH 内で議論され、改善に向けた試行策が実施された。よ

って、成果 1 は十分なレベルで達成したといえる。 

成果 2 について：パイロットプロジェクト、OJT、マニュアル改訂作業等のプロジェクト活動

を通じて、道路維持管理（斜面管理含む）に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力（技

術・知識）は向上している。よって、成果 2 はこれまでに十分なレベルで達成したといえる。た

だし、プロジェクト活動を通じて紹介できた道路斜面工法技術は数多くあるなかの一部であり、

DPWH 技術者の更なる知識・技術の向上が望まれる。今後、最終化したマニュアルを活用し、道

路維持管理を行っていくことにより、本成果の達成状況は更に向上すると考えられる。 

成果 3 について：パイロットプロジェクト、橋梁詳細点検、OJT、マニュアル作成・改訂作業

等のプロジェクト活動を通じて、橋梁維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の能力

（技術・知識）は向上していることから、成果 3 はこれまでに十分なレベルで達成したといえる。

今後、最終化したマニュアルを活用し、橋梁詳細点検及び OJT を実施することにより、本成果の

達成状況は更に向上すると考えられる。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

PDM に示された指標に基づいた、プロジェクト目標の達成状況・見込みは以下のとおりである。 

 

PDM 記載の 

プロジェクト目標 
指標 達成状況 

DPWHモデル地域

事務所及び DEO

の道路・橋梁の維

持管理に係る能力

が向上する。 

1 モデル地域事務所

において、DPWH 技術

者がプロジェクトで

作成・改訂されたマニ

ュアル /ガイドライン

を活用して実施した

道路斜面の維持管理

及び橋梁の点検補修

の実績。 

 橋梁詳細点検マニュアル及び RMMM ポケット

ブックは第 3 回 JCC、その他のマニュアルも第

4 回 JCC に提出済み。ポケットブックは、DPWH

長官からの承認取得済みで、配布が開始されて

いる。他マニュアルは、Management Committee

の確認・勧告、長官からの正式承認待ちの状況

である。 JCC 議長及び一部メンバーは、

Committee メンバーであることから、同マニュ

アルが遅滞なく承認される可能性は高い。 

 道路斜面管理に係る事項は、改訂した道路建設

維持管理ガイドブックで一部触れている。第 2
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バッチ以降の CAR（Bengnet-Vizcaya 道路、

Kennon Road）と RO-VII（Himampangon Road 

Slope 、 Cebu-Toledo Wharf 、 Road Slope 、

Cebu-Transcentral Road）におけるパイロットプ

ロジェクト工事の計画・実施に際して、同ガイ

ドブック（ドラフト）は活用されている。 

 橋梁補修パイロットプロジェクトの第 2 バッ

チ以降の準備・実施に、橋梁詳細点検マニュア

ル・橋梁補修マニュアル・品質管理マニュアル

（ドラフト）が使用されており、RO-VII では

第 2 バッチで 16 橋を点検し、4 橋を選定して

補修を実施、第 3 バッチで 7 橋を選定し補修設

計中。RO-XI では第 2 バッチで 9 橋の点検を実

施し、5 橋を選定して補修、第 3 バッチで 5 橋

を選定し補修設計中。また、荷重制限マニュア

ルについては、これに基づき DPWH（RO-XI）

により最大積載制限の標識が設置された

（RO-VII についても実施予定）。 

 MMB・MFB マニュアルを使用し、詳細点検を

実施予定。 

 特殊橋梁点検マニュアルを使用し、DPWH 主

導による詳細点検を終了時までに実施予定。 

 RMMM を使用し、DPWH 主導により現場研修

を終了時までに実施予定。 

2 モデル地域事務所

における道路・橋梁の

状況の改善度。 

 道路斜面管理及び橋梁補修に係るパイロット

プロジェクトの実施により、対象となった道路

区間の斜面対策工がなされ崩落等のリスクが

改善された。また、橋梁については補修工事を

施すことにより損傷が修復された。 

 上記のとおりパイロットプロジェクトを通じ

て橋梁補修及び道路斜面対策等がなされた箇

所については道路・橋梁状況の改善がみられ

た。 

 

上表の「成果の達成状況」欄にてまとめたとおり、マニュアルの作成・改訂、パイロットプロ

ジェクト、橋梁詳細点検、OJT 等のプロジェクト活動を通じて、道路斜面維持管理及び橋梁維持

管理に係る DPWH 技術者の能力（知識・技術）は向上している。 

DPWH モデル地域事務所及び DEO 主導でパイロットプロジェクト第 2 バッチ以降の工事が実

施されている。これは第 1 バッチでは日本人専門家による DPWH モデル地域事務所及び DEO の

個々の技術者が取得した知識・技術を活用しており、組織能力向上に結びついていることを示し
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ており、プロジェクト目標は達成されているといえる。 

今後、第 3 回橋梁詳細点検 OJT、特殊橋梁詳細点検、RMMM 現場研修が、DPWH 主導で実施

される予定であり、プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標の達成状況は更に向上するこ

とが見込まれる。 
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第４章 実施プロセス 
 

４－１ プロジェクト実施及びモニタリング体制 

プロジェクト専門家、DPWH C/P 双方の積極的な取り組みにより、プロジェクト活動はこれま

で大きな遅延もなく進捗している。 

プロジェクトの実施体制については、BRS 局長が PM となり、プロジェクトの実質的な管理責

任を担っている。3 対象モデル地域には RO PM が配置され1、各地域でのプロジェクト活動の実

施、DPWH CO 及び他 RO との調整に責任をもつ。 

組織横断的な課題については二つの作業部会を設置して対応する体制となっている。一つめ

は、PM を議長とし、主に CO 関連局課長以上をメンバーとした TWG である。もう一つは、課題

ごとに C/P を選出し、複数の C/P から構成された作業部会（CWG）である。成果 1 に係る活動は

TWG が中心となり実施された一方、成果 2 及び 3 に係る活動は CWG が中心となり実施され、TWG

は技術的助言及びレビューを行う体制である。プロジェクト開始初期段階で、TWG 及び各 CWG

の活動目的、任務、スケジュール等を示したプロジェクト活動計画（Work Plan）が C/P 側と共有

されており、各メンバーはこれらを十分に理解したうえで活動に従事している。TWG 会合及び

CWG 会合は頻繁に開催され、これらの場で課題等が議論されたうえで任務が遂行されている。

よって、プロジェクト実施体制は十分に機能しているといえる。 

プロジェクト全体の進捗は月次会合及び JCC 会議にてモニターされている。月次会合は、PM、

DPM、コーディネーター、RO PM、プロジェクト専門家、JICA フィリピン事務所の出席の下、

原則第 2 金曜日に DPWH CO にあるプロジェクト事務所にて開催されている。ここでは業務の進

捗状況が報告され、翌月の活動計画、課題等についての協議が行われている。一方、JCC は DPWH

次官を議長とし、会合は原則年 1 回開催され、前年次の活動進捗及び成果が確認され、当該年次

の活動計画につき協議・承認され、課題等につき意見交換がなされてきた。JCC 会合はこれまで

4 回開催されている（2011 年 12 月、2012 年 10 月、2013 年 9 月、2014 年 4 月）。よって、本プロ

ジェクトのモニタリング体制についても十分に機能しているといえる。 

 

４－２ コミュニケーション及び情報共有 

頻繁に開催される会合（月次会合、TWG 会合、CWG 会合）や対象地域でのプロジェクト活動

を通じて、C/P と専門家の間には良好な協力関係が築かれ、スムーズなコミュニケーション及び

情報共有が図られている。会合が開催できない場合も、必要に応じて、電話、ファックス、E-mail

等の手段を使い、双方で連絡を取り合っているとのことである。C/P 及び専門家へのインタビュ

ーでは、ほぼ全員が、両者のコミュニケーション及び情報共有はスムーズで適切であると回答し

ている。 

JICA ウェブサイトにプロジェクト活動が掲載されている。2013 年 9 月よりは DPWH ウェブサ

イトでもプロジェクト活動の掲載が開始されている。 

 

４－３ フィリピン側のオーナーシップ 

プロジェクトの C/P は個々人の専門性や DPWH での通常業務内容を考慮したうえで、TWG、

                                                        
1 
特殊橋梁点検に係る活動の対象である追加 4 地域については、RO PM の配置はなし。
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各 CWG メンバーとして配置されている。よって、C/P は自らがメンバーである TWG 及び CWG

の任務につき十分に理解したうえで、プロジェクト活動に従事している。また、C/P の多くが本

プロジェクトフェーズ I を経験していることから、JICA TCP の主旨及び実施方法への理解もあり、

本プロジェクト活動へのコミットメントを促進させている2。 

C/P のほぼ全員が DPWH 通常業務との兼務であるため、スケジュール調整が難しく、プロジェ

クト活動に参加できない場合もあった。ただし、本プロジェクト業務が負担であるという意見は

C/P 側からは聞かれなかった。DPWH は、本プロジェクト業務にほぼ専任という形で、コーディ

ネーター及び DPWH-JICA TCP-2 支援スタッフを C/P として配置しており、C/P と専門家、C/P 内

の調整が促進され、スムーズなプロジェクト活動の実施につながっている。 

本プロジェクト開始直後から、DPWH 合理化計画（Rationalization Plan）が RO 及び DEO、そ

の後 CO の順番で実施された。C/P のなかからも早期退職者 6 名が出たが、後任の C/P 任命に係

る次官からの承認は滞りなく発出され、スムーズな引き継ぎがなされたため、プロジェクト活動

上の影響はほとんどなかった。 

本プロジェクト活動のために、DPWH 側は十分な予算を確保しており、プロジェクトのスムー

ズな実施を促進している。C/P 側からの説明によれば、現政権下では道路・橋梁の維持管理予算

が潤沢に配分されており、予算確保のためには適時の予算プロポーザルの提出が必須であるが、

本プロジェクトではそれができたことが、必要な活動資金が確保できた要因であるとのことであ

った3。 

以上より、フィリピン側の本プロジェクトへのオーナーシップは十分に高いといえる。 

 

４－４ 技術移転 

本プロジェクトでは、TWG・CWG 会合での協議、パイロットプロジェクト実施（現地測量・

詳細設計・入札・施工監理・モニタリング）、OJT、本邦研修等を通じて、プロジェクト専門家か

ら DPWH C/P への知識・技術の移転は適切になされている。C/P が講義等により得た技術・知識

をパイロットプロジェクト、点検研修 OJT 等にて実際に活用する場が提供されたことにより、知

識・技術の移転がより促進されたといえる。インタビューした C/P のほぼ全員が、知識・技術移

転の方法には満足しており、自らの知識・技術が向上したと回答している。パイロットプロジェ

クト及び本邦研修では、フィリピンにとっては馴染みのない新たな工法が紹介・導入されており、

この点での技術移転につき特に C/P は満足していた。 

 

 

  

                                                        
2 専門家からは、C/P は積極的にプロジェクト活動に参加しているとの意見が聞かれた。 
3 2011 年分のプロジェクト資金については、プロジェクトが開始されたのが予算申請時期よりもあとであったため、予算確保

は不可であった。しかし、予備費や未消化分の別予算から調整を行い、フィリピン側のプロジェクト活動費の手当てが行わ

れた。 
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第５章 評価 5 項目による評価 
 

５－１ 妥当性 

本プロジェクトは、以下のとおり、フィリピン側の開発政策及び日本の ODA 政策と整合して

いる。また、対象地域の選定も妥当である。 

 

５－１－１ フィリピン開発政策との整合性 

「フィリピン開発計画（2011～2016 年）」では、雇用創出を貧困層まで拡大させ貧困削減に

つなげるという経済の「包摂的成長」が目標として掲げられ、同目標達成の中心的戦略の一つ

として、インフラ開発の加速化が含まれている。 

運輸インフラについては、新規インフラの開発よりも既存インフラの質と容量を向上させる

ことに優先度が置かれ、予算も既存インフラの維持管理及び修繕に優先的に割り当てられてい

る。これに応じて DPWH も質の高いインフラを提供し管理することがその任務とされている。

道路・橋梁の開発については、「2016 年までにすべての幹線道路、2 次道路の 80％を舗装する」

「2016 年までに幹線道路上の橋梁を良好な状態の永久橋梁に整備する」という目標が設定され

ている。 

以上より、道路・橋梁の維持管理を改善することを目的とする本プロジェクトは DPWH が提

供するインフラサービスの質的向上に貢献するためフィリピン側の政策と一致する。 

 

５－１－２ 日本側の ODA 政策との整合性 

「対フィリピン国別援助方針（2012 年 4 月）」では、投資促進を通じた持続的経済成長が重

点分野の一つとなっている。投資環境の改善を図るため、1）運輸・交通網整備、2）エネルギ

ー、水環境等のインフラ整備、3）インフラの維持管理を含むサービス改善、4）行政能力の向

上に対する支援が掲げられ、本プロジェクトは 3）に関連する支援として位置づけられている。 

 

５－１－３ 対象地域選定の妥当性 

本プロジェクトでは、フェーズ I において DPWH 技術者が研修等の維持管理に係るプロジェ

クト活動に参加し、かつ NDT 機器等が既に供与されていたモデル 3 地域（CAR、VII、XI）を

引き続きフェーズ II の対象地域とした。これは限られたプロジェクト期間及び投入量を考慮し

た結果であり、プロジェクト目標の達成状況からも、この選定は妥当であったといえる。 

特殊橋梁点検に係る活動については、特殊橋梁を有する 4 地域が対象となった。DPWH には

これまで特殊橋梁点検マニュアルはなく、特殊橋梁の点検はほとんど実施されてこなかった。

よって、特殊橋梁点検マニュアルを作成し、点検研修を実施するという本プロジェクトの活動

は、DPWH 及び対象地域のニーズに合致している。 

 

５－２ 有効性 

フェーズ II での活動はフェーズ I で積み残しとなった課題（維持管理サイクルの改善、道路斜

面対策、橋梁詳細点検マニュアル整備・詳細点検実施等）に対応する形で設定された。道路・橋

梁の維持管理サイクルの改善（成果 1）、道路斜面維持管理及び橋梁維持管理に係るモデル地域事

務所及び DEO 技術者の能力（知識・技術）の向上（成果 2 及び 3）が成果として設定された。こ
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れら成果を達成したうえで、技術者個人の能力向上のみならず、DPWH モデル地域事務所及び

DEO が組織としての能力を向上させていくことがプロジェクト目標とされている。 

既述のとおり、成果 1 については、道路・橋梁の維持管理サイクルに係る課題抽出、改善策提

案、改善に向けた試行策の実施という成果を得た。成果 2 及び 3 については、マニュアルの作成・

改訂、パイロットプロジェクト、橋梁詳細点検、OJT 等のプロジェクト活動を通じて、道路斜面

維持管理及び橋梁維持管理に係る DPWH 技術者の能力（知識・技術）向上につながった。以上よ

り、成果は十分なレベルで達成したといえる。 

DPWH モデル地域事務所及び DEO においては、プロジェクトで作成・改訂したマニュアル（ド

ラフト）を活用し、更に個々の技術者がプロジェクトで得た知識・技術を基に、フィリピン側主

導でパイロットプロジェクト第 2 バッチ以降の工事が実施されている。これらは、モデル地域事

務所及び DEO の組織としての能力の向上を示しており、プロジェクト目標は達成されていると

いえる。 

プロジェクトで作成・改訂したマニュアル等の承認については PDM で外部条件とされている

が、第 3 回及び第 4 回 JCC に全マニュアル及びポケットブックのドラフト版が提出済みであり、

ポケットブックは、長官からの承認取得済みで、配布が開始されている。他のマニュアルは、

Management Committee の確認・勧告、長官からの正式承認待ちの状況であるが、JCC 議長及び一

部メンバーは、Committee メンバーであることから、正式承認の取得はスムーズに進むと考えら

れる。よって、外部条件も満たされている。 

今後、第 3 回橋梁詳細点検 OJT、特殊橋梁詳細点検、RMMM 現場研修が、DPWH 主導で実施

される予定であり、プロジェクト終了時までに、プロジェクト目標の達成状況は更に向上するこ

とが見込まれる。 

以上より、本プロジェクトの有効性は高いといえる。 

 

５－３ 効率性 

５－３－１ 日本側からの投入の効率性 

日本側からの投入（専門家の派遣、機材供与、本邦研修、現地業務費）は、成果（アウトプ

ット）達成のために、質、量、タイミング的におおむね適切に行われている。 

 

（1） 日本人専門家派遣 

インタビューした C/P のほぼ全員が、プロジェクト専門家の派遣は、その専門分野・タ

イミング・期間の点からも適切であると認識している。 

 

（2） 機材供与 

フェーズ II では、NDT 機器が BRS に供与され、DPWH 内研修及び他 RO・局への貸し

出しに活用されている。フェーズ I で供与された NDT 機器は対象地域でのプロジェクト活

動（点検、パイロットプロジェクト OJT 等）に活用されている。プロジェクト活動では

NDT 機器の使用方法が紹介されたが、同機器を用いた点検を各 DEO で行うことになると

数が足りないとのコメントが C/P 側よりあった。 
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（3） 本邦研修 

本邦研修への参加者はプロジェクト活動（CWG の対象テーマ）に従事している C/P 及

び本邦研修内容と関連した業務に従事する DPWH 職員から選定された。研修に参加した

C/P からの聞き取りでは、大多数が、研修生の選択・研修期間・研修内容は適切であった

と回答している。また、設計・工法に関する講義、さまざまな構造物及び現場での維持管

理作業の視察を通じて、道路斜面対策及び橋梁点検・補修に関する日本の技術・工法・材

料・維持管理方法について学べたことは有意義であり、明らかな知識の向上があったとの

コメントが聞かれた。研修で習得した技術・工法のうち本プロジェクトで既に適用したも

のもあるが、日本の技術・工法は先進すぎてフィリピンでの適用は難しいものもあるとの

コメントも聞かれた。 

 

５－３－２ フィリピン側からの投入の効率性 

（1） カウンターパート（C/P）の配置 

既述のとおり、専門性、DPWH での通常業務内容を考慮し、適切な C/P が配置されてい

る。DPWH の合理化計画実施により C/P のなかからも早期退職者が出たが、後任の承認・

引き継ぎもスムーズに行われ、プロジェクト活動の実施への影響はほとんどなかった。 

 

（2） 施設・設備 

プロジェクト開始から 1 年間は、DPWH CO に十分なスペースのプロジェクト事務所が

確保できなかったが、その後は適切なプロジェクト事務所が提供された。3 モデル地域事

務所では、プロジェクト開始当初から適切なスペースと設備を伴ったプロジェクト事務所

が提供された。 

 

（3） プロジェクト活動費 

既述のとおり、本プロジェクト活動のために、DPWH 側は十分な予算を遅滞なく確保し

ている。フィリピン側の予算確保を理由として、本プロジェクトの活動が滞るということ

は生じなかった。 

 

５－３－３ 活動の効率性 

プロジェクト活動は、おおむね効率的に実施されている。効率性に影響を与えた主な要因は

以下のとおりである。 

・ フェーズ I の主要 C/P は引き続きフェーズ II にも参加している。これら C/P はプロジェ

クト実施体制・技術移転方法に既に慣れており、専門家からの技術指導に対しても適切

な対応ができている。C/P は、OJT においても講師となる等、フェーズ I 及び II におい

て自らに蓄積した知識・経験をプロジェクト実施に活用している。 

・ TWG・CWG を設置したことにより、各 C/P は自らが従事する業務の内容及びスケジュ

ールにつき十分に理解することができ、また、C/P と専門家の間のコミュニケーション

も促進された。 

・ 本プロジェクトでは、取得した知識・技術をパイロットプロジェクトの実施、橋梁点検、

OJT 等で実際に活用することにより技術移転を進めている。これは、DPWH 内での知識・
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技術の定着、プロジェクト効率性の促進に寄与している。 

・ 現政権下では道路・橋梁の維持管理予算は潤沢に配分されている。表 5-1、5-2 のとおり、

一般歳出法に基づく営繕費等はここ 3 年増加しており、等価維持管理距離（Equivalent 

Maintenance Kilometer。以下「EMK」という。）単価についても過去 5 年で増加傾向にあ

る。また、フェーズ I の経験を踏まえ、DPWH は前広に予算プロポーザルの準備を行い、

プロジェクト活動のための十分な資金を確保することができた。 

 

表５－１ DPWH 予算 

（1,000PHP）

年 2010 2011 2012 2013 2014 

I. 投資支出 116,760,316 90,687,201 99,505,098 144,788,637 191,230,135

II. 営繕費等 6,630,664 6,310,164 6,205,960 6,565,707 10,208,305

III. 人件費等 3,540,008 3,828,718 4,122,347 4,163,189 5,195,607

合計 126,930,988 100,826,083 109,833,405 155,517,533 206,634,047

出所：DPWH PS 

 

表５－２ EMK 単価の推移 

年 2010 2011 2012 2013 2014 

PHP/EMK 33,990 68,131 67,422 67,387 109,762

出所：DPWH BOM 

 

５－４ インパクト 

（1） 上位目標達成の見込み 

「道路・橋梁の維持管理に係る DPWH の能力が向上する」という上位目標の達成には、3

モデル地域事務所におけるプロジェクトの成果及び効果が、全地域にも普及・定着していく

ことが鍵となる。今後の予算措置次第でもあるが、以下の理由から、プロジェクト終了後 3

～5 年以内に上位目標が達成され見込みは高い。 

・ プロジェクトで作成・改訂されたマニュアルは、長官からの正式承認後、DPWH イント

ラネット掲載予定であり、DPWH 技術者は誰でも参照できるようになる。 

・ プロジェクトの OJT において、多くの C/P はリソース・パーソンとして既に講義、発表

等を担当しており、今後、道路・橋梁の維持管理に係る研修を実施する際には、C/P が

講師等として参加することができる4。 

・ JICA 円借款事業（JRUPP）により、NDT 機器がほか 13 RO に供与されており、C/P 等が

習得した技能を全国展開できる環境が備わっている。 

・ 以上より、同マニュアルを活用し、C/P が講師を務め全地域を対象とした研修が実施で

きるように至る可能性は高い。また、プロジェクト対象地域外において、C/P が技術支

援を行い、供与された NDT 機器を使用し、実際の点検を行い、補修を実施していくこ

とは可能であると考えられる。 

                                                        
4 

C/P へのインタビューによれば、大多数の C/P が、本プロジェクトの OJT において講師を務めた経験があるため、今後同様

の研修の実施にあたっては講師で参加する等の貢献ができると回答している。 
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・ 維持管理サイクル改善活動の第 3 年次課題として、本プロジェクト成果の全地域への普

及をめざし、その方法（研修、道路斜面対策・橋梁補修パイロットプロジェクト等）、ス

ケジュール、実施体制、予算措置を含んだ形でのプログラム（Sustainability Program）の

検討が進められている。 

 

（2） 他のインパクト 

本プロジェクトのその他のインパクトとして、以下が見受けられた。 

・ フェーズ I、II の活動を通じて、3 モデル地域事務所の技術者間の交流が促進され、人的

技術ネットワークが構築されている。このネットワークを活用し、例えば、CAR では第

3 バッチのパイロットプロジェクトに橋梁補修を含めることを計画しており、橋梁補修

パイロットプロジェクト経験のある VII、XI からの支援を仰ぐことを考えている。 

・ 道路・橋梁の適切な維持管理によるライフサイクルコストの削減、維持管理に係る予算

を確保することの必要性に対する認識が DPWH 内で高まっている。 

・ パイロットプロジェクトでは、本邦技術及び製品を活用した工法が採用され、日本の技

術・材料の優位性への認識が DPWH 内で高まった。 

・ 2013 年 10 月に発生したボホール地震後に、JICA フィリピン事務所からの協力要請に基

づき、プロジェクト専門家と C/P にて、橋梁損傷調査を実施した。 

 

５－５ 持続性 

５－５－１ 政策面 

道路・橋梁の維持管理は、現行の「フィリピン開発計画（2011～2016 年）」では優先事項と

して位置づけられ、DPWH の重要な任務であることから、この方針は現政権下では維持される

ものと見込まれる。2016 年 6 月の新大統領就任後には状況が変化する可能性はあるものの、主

要運輸インフラである道路・橋梁の維持管理に係る政策・方針に大きな変更はないと多くの C/P

が推測している。 

 

５－５－２ 組織・技術面 

プロジェクト終了後も、現在の C/P 体制を継続させることが計画されており5、本プロジェク

ト成果の持続及び他地域への普及にあたっては、C/P が重要な役割を担うことが大いに見込め

る。また、本プロジェクトで実施してきた OJT を、DPWH の通常研修に統合させることも計画

されている。 

フェーズ I、II を通して、DPWH はプロジェクト活動に係る組織としてのオーナーシップを

既に十分に有している。BRS 局長が PM であることをはじめ、C/P の多くが DPWH 内で一定程

度の役職に就いており、また、モデル地域の担当局長も本プロジェクト活動を理解、支援を提

供している。よって、本プロジェクトで移転された知識・技術が DPWH 内で定着し、活用され

続ける可能性は高い。 

DPWH の組織合理化計画の実施により、CO 各局、RO・DEO 各課の定員数が削減されたが、

幹部 C/P によれば、プロジェクト成果を持続させるために必要な要員はある程度確保されたと

                                                        
5 幹部 C/P によれば、長官からの Special Order の発出につき、Management Committee に働きかける予定とのことである。 
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のことである。 

 

５－５－３ 財政面 

既述のとおり、本プロジェクト成果の全地域への普及をめざした「Sustainability Program」

（2014～2017 年で総額 12 億 6,200 万 PHP を計上）が DPWH 内で検討されている。C/P 幹部に

よれば、同プログラム提案時には、本プロジェクトの成果を示し、継続・普及の必要性を説明

することから、同プログラムは承認される見込みは高いとのことである。承認されれば、プロ

ジェクト成果を定着させるために必要な予算の確保は確実となる。 

 

５－６ 結 論 

・ 本プロジェクトは、フィリピン側の開発政策及び日本の ODA 政策と整合しており、妥当

である。 

・ プロジェクト活動は効率的に実施されており、十分なレベルでのプロジェクト成果を生み

出している。プロジェクト目標も十分に達成されており、プロジェクト終了時までに予定

されている残りの活動を実施することにより、更に達成の状況が向上することが見込め

る。よって、プロジェクトの効率性、有効性は高いと考えられる。 

・ 上位目標達成に向けての見通しも良好であり、政策・組織・技術・財政的な側面において、

プロジェクト終了後の持続性が確保されることは十分に見込める。 

・ 本プロジェクトに関する上記評価から判断し、R/D で合意されたとおり、2014 年 9 月に本

プロジェクトを終了することは妥当である。 
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第６章 提言・教訓 
 

６－１ 提 言 

６－１－１ プロジェクト終了までに実施すべきこと 

プロジェクト目標達成状況の更なる向上、上位目標達成に向け、プロジェクト専門家及び

DPWH は以下の方策を取ることを提言する。 

 

（1） 作成・改訂したマニュアルの正式承認取得及び配布 

プロジェクト活動で作成・改訂した以下マニュアルにつき、長官からの正式承認を迅速

に取得し、印刷物の配布、DPWH イントラネット掲載等、DPWH 内での周知を進める。 

 

道路維持管理・QC マニュアル 1. Guidebook for Road Construction and Maintenance 

Management in the Republic of the Philippines 

2. Road Project Management and Supervision Manual Volume 

I 

3. Road Project Management and Supervision Manual Volume 

II 

橋梁詳細点検マニュアル 1. Engineering Inspection Manual on Bridge Management 

System 

橋梁維持管理・QC マニュアル 

 

2. Quality Control Manual on Concrete and Steel Bridges 

Structures 

3. Bridge Repair Manual 

4. Bridge Inspector’s Handbook 

5. Load Rating Manual 

特殊橋梁点検マニュアル 1. Cable Stayed Bridge 

2. PC Box Girder Bridge 

3. Steel Arch Bridge 

4. Suspension Bridge 

5. Truss Bridge：MMB* 

6. Extradosed Bridge：MFB* 

RMMM・ポケットブック 1. Routine Maintenance Management Manual 

2. Routine maintenance pocketbook 

注：MMB、MFB に係るマニュアルは、「橋梁維持管理・QC マニュアル」から、「特殊橋梁点検マニュアル」へ分

類変更がなされた。 

 

（2） 持続性プログラム（Sustainability Program）策定及び承認取得 

本プロジェクト成果の全地域への普及につき、その方法（研修、道路斜面対策・橋梁補

修パイロットプロジェクト等）、スケジュール、実施体制、予算措置を含んだ形でのプロ

グラム（Sustainability Program）の検討が進められている。計画的な予算確保の観点から、

プロジェクト終了後に間断なく同プログラムを開始することが望ましいことから、長官か
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らの正式承認を取得できるよう、可能な限り早くプログラム策定を行う。 

実施体制については、本プロジェクトの C/P を中心とするプログラム実施チームを組織

し、各メンバーのタスクを明確にする必要がある。加えて、同プログラム実施チームによ

る業務は、DPWH の正規業務である旨の通達を長官から発出されることが望ましい。同プ

ログラムには、パイロットプロジェクト実施も含まれる予定であることから、対象となる

RO の体制についても、中心となる職員の選定も含め、検討する必要がある。 

 

（3） 本プロジェクト活動・成果の公共事業道路省（DPWH）通常業務への統合 

本プロジェクトにて実施された OJT の DPWH 通常研修への統合を進めるべきである。

プロジェクトで作成・改訂したマニュアル類の DPWH 通常業務及びプロジェクトでの活用

を進める。 

 

６－１－２ プロジェクト終了後に行うべきこと 

（1） 公共事業道路省（DPWH）が行うべきこと 

・ 現 C/P が中心となり組織されるプロジェクト実施チームが主体となり、全地域におい

て「Sustainability Program」を実施する。 

・ 本プロジェクト活動及び成果の DPWH 通常業務への統合を推進する。 

 

（2） JICA が行うべきこと 

DPWH 側からの報告を適宜受けることで、「Sustainability Program」の進捗状況、道路・

維持管理サイクルの機能状態につきモニターする。 

 

６－２ 教 訓 

（1） プロジェクト活動費の確実な確保 

JICA 技術協力プロジェクトにおいては、相手国 C/P 機関がプロジェクト活動費を確保でき

ず、結果としてプロジェクト実施に支障をきたすケースがしばしば見受けられる。本プロジ

ェクトでは、DPWH 側が活動に必要な予算を十分かつ遅滞なく確保できたことが、プロジェ

クトの順調な実施につながった。これは現政権下において既存インフラの維持管理・修繕に

優先的に資金が配分されていることによるものであり、加えて DPWH がスケジュールどおり

予算提案書の準備・提出ができたことも大きな要因である。専門家チームは DPWH の予算プ

ロセスを熟知していたため必要なタイミングでサポートを行うことが可能であった。プロジ

ェクト活動予算の確実な確保のためには、プロジェクト準備段階において、相手国側の予算

制度・スケジュールを十分に確認することが重要である。 

 

（2） 実践を通じた技術移転の有効性 

本プロジェクトでは、マニュアル作成・改訂、OJT という活動に加え、これらの活動で取

得した知識・技術を活用し、パイロットプロジェクトの一連の作業（現況の把握・補修工法

選択・設計・積算・発注・施工監理）を、専門家の技術支援の下 C/P が主体的に実践した。

実践を通じた技術移転は、知識・技術の定着には有効であり、C/P の本来業務を技術移転の

対象としたことから効果的な協力が可能であった。このように実践を通じての技術移転を図
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る場合は、技術移転先となる C/P 側の本来業務を十分に考慮したうえで活動を計画していく

ことが重要である。 
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「フィリピン共和国道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理向上プロジェクトフェーズ II」終了時評価 
Terminal Evaluation for the Project for Improvement of Quality Management for Highway and Bridge Construction and Maintenance、Phase II 

 

1 

評価グリッド 
１．実績  

評価設問 
確認すべき情報・データ・指標、判断基準・方法 情報源 

大項目 小項目 

投入の実

績 
日本側の投入は計画どおり実施されたか。 投入実績（計画との対比） 

・ 専門家派遣実績、機材供与実績、現地業務費実績、本邦・第三国研修実績。 
R/D、PDM、PO、進捗報告書、専

門家 
フィリピン側の投入は計画どおり実施されたか。 投入実績（計画との対比） 

・ カウンターパート（C/P）の配置実績、設備・機材、プロジェクト費用。 
R/D、PO、進捗報告書、専門家、

C/P 
成果 1 に

係る活動

の実績 

1-1. 技術作業部会（TWG）は、道路・橋梁の維持管理サイクルの

現状を見直し、課題を確認する。 
 進捗報告書、専門家、C/P（TWG） 

1-2. TWG は、道路・橋梁の維持管理サイクルの改善策を検討する。  
1-3. TWG は、道路・橋梁維持管理サイクルに係るワークショップ

を開催する。 
 

1-4.TWG は、道路・橋梁維持管理サイクルの改善に向けての試行策

を提案する。 
 

成果 2 に

係る活動

の実績 

2-1. 道路斜面管理システム（RSMS）及び同マニュアルの活用を促

進する。 
 進捗報告書、専門家、C/P（CAR、

VII） 
2-2. 道路斜面維持管理技術に係るパイロットプロジェクト〔コルデ

ィレラ行政リージョン（CAR）、リージョン VII〕を実施する。 
 

2-3. フェーズⅠで整備した道路維持管理・品質管理に係るマニュア

ル及びガイドラインを見直し、必要に応じて改訂する。 
 

2-4. 日常維持管理マニュアル（RMMM）を見直し、必要に応じて

改訂し日常維持管理業務ポケットブックを作成し、整備したポケッ

トブックを使用して OJT を実施する。 

 

成果 3 に

係る活動

の実績 

3-1. 橋梁管理システム（BMS）に係る詳細点検マニュアルを作成

する。 
 進捗報告書、専門家、C/P（VII、

XI） 
3-2. 詳細点検マニュアルを使った橋梁詳細点検を実施する。  
3-3. 橋梁補修に係るパイロットプロジェクトを実施する。  
3-4.フェーズⅠで整備した橋梁維持管理・品質管理に係るマニュア

ル及びガイドラインを見直し、必要に応じて改訂する。 
 

3-5.日常維持管理マニュアル（RMMM）を見直し、必要に応じて改

訂し日常維持管理業務ポケットブックを作成し、整備したポケット

ブックを使用して OJT を実施する。 

 

3-6. 特殊橋梁点検マニュアルを作成する。  進捗報告書、専門家、C/P（II、III、
VIII、XIII） 3-7. 特殊橋梁点検マニュアルを使った橋梁点検研修を実施する。  

成果の達

成状況 
成果 1： 道路・橋梁の維持管理サイクルが改善する。 

 
1-1. 維持管理サイクルに係る TWG／ワークショップに参加した参加者の理解度。 進捗報告書、専門家、C/P（TWG

等） 
1-2. 道路・橋梁の維持管理サイクルの改善に向けての試行策の実績。 進捗報告書、専門家、C/P、ワーク

ショップでの報告 
成果 2： 道路斜面維持管理に係るモデル地域事務所及びディストリ

クト・エンジニアリング・オフィス（DEO）技術者の能力が向上す

る。 

 

2-1. プロジェクトでの研修、道路斜面管理に係るパイロットプロジェクトに参加した

技術者の知識及び技術の向上度の自己認識。 
進捗報告書、専門家、C/P（CAR、
VII 等）、事前事後評価結果 

2-2. 技術者の、プロジェクトにより改訂された道路維持管理に係るマニュアル／ガイ

ドラインについての理解度。 
進捗報告書、専門家、C/P（CAR、
VII 等）、技術試験結果 

－
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－



「フィリピン共和国道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理向上プロジェクトフェーズ II」終了時評価 
Terminal Evaluation for the Project for Improvement of Quality Management for Highway and Bridge Construction and Maintenance、Phase II 

 

2 

１．実績  

評価設問 
確認すべき情報・データ・指標、判断基準・方法 情報源 

大項目 小項目 

成果 3： 橋梁維持管理に係るモデル地域事務所及び DEO 技術者の

能力が向上する。 

 

3-1. プロジェクトでの橋梁詳細点検、橋梁補修に係るパイロットプロジェクトに参加

した技術者の知識及び技術の向上度の自己認識。 
進捗報告書、専門家、C/P（VII、
XI 等）、事前事後評価結果 

3-2. 技術者の、プロジェクトにより作成・改訂された橋梁維持管理に係るマニュアル

／ガイドラインについての理解度。 
進捗報告書、専門家、C/P（VII、
XI 等）、技術試験結果 

プロジェ

クト目標

（実績と

見込み） 

プロジェクト目標： DPWH モデル地域事務所及び DEO の道路・橋梁

の維持管理に係る能力が向上する。 

1. モデルリージョンにおいて、DPWH 技術者がプロジェクトで作成・改訂された

マニュアル／ガイドラインを活用して実施した道路斜面の維持管理及び橋梁の

点検補修の実績。 

専門家、C/P（PM、DPM、CD、

TWG） 

2. モデルリージョンにおける道路・橋梁の維持管理状況の改善度。 専門家、C/P（PM、DPM、CD、

TWG） 
上位目標

（実績と

見込み） 

上位目標： 道路・橋梁の維持管理に係る DPWH の能力が向上する。

 
1. 本プロジェクトで作成・改訂されたマニュアル／ガイドライン、本プロジェク

トの活動に参加した技術者を活用して、道路・橋梁の維持管理に係る研修の実

績。 

専門家、C/P（PM、DPM、CD、

TWG） 

2. プロジェクトで作成・改訂されたマニュアル／ガイドラインを活用しての道

路・橋梁の検査／補修の実績。 
専門家、C/P（PM、DPM、CD、

TWG） 
3. 道路・橋梁の状況の改善度。 専門家、C/P（PM、DPM、CD、

TWG） 

 
2． 実施プロセス  

評価設問 
必要な情報・データ、判断基準・方法 情報源 

大項目 小項目 
活動の進捗状況 ・ プロジェクトの活動は計画どおりに実施されたか。 

・ 十分に実施されていない／遅延している活動はあるか。ある

場合、その原因は何か。 
・ 変更された活動はあるか。ある場合その内容。 
・ 活動を促進している要因があれば、その内容。 

・ 活動実績。 
・ 活動の阻害・遅延要因に対してどのような対処がなされ

てきたか。 

PDM（original、revised）、PO、進

捗報告書、専門家、C/P（PM、DPM、

CD、TWG） 

技術移転の方法の妥当性 ・ 技術移転の方法は成果の発現に適していたか。 
・ 問題があった場合、どのような問題か。 
・ 問題解決のために行われた変更・軌道修正の内容は何か。 

・ 技術移転の方法、内容、レベル、工夫について。 
・ C/P の満足度について。 

進捗報告書、専門家、C/P 

プロジェク

ト・マネジメ

ント 

プロジェクトの運

営実施体制 
・ プロジェクト実施体制はどのようなものか。 
・ プロジェクト実施体制は適切に機能しているか。 

・ 専門家、C/P 機関、関係機関など。 進捗報告書、専門家、C/P 

モニタリング ・ モニタリングの仕組みはどのようなものか。 
・ 定期的なモニタリングが実施されていたか。 

・ モニタリング実施状況：JCC、Monthly Meeting、その他

会合の開催状況。 
・ モニタリング体制が機能していない場合の問題は何か。

進捗報告書、専門家、C/P 

意思決定過程 ・ 意思決定の方法・過程はどのようなものか。 
・ プロジェクトの計画・実施における意思決定は適切である

か。意思決定メカニズムは十分に機能しているか。 

・ JCC 等の開催状況、協議・決定事項について。 
・ 意思決定メカニズムが機能してない場合の問題は何か。

進捗報告書、専門家、C/P 

コミュニケーショ

ン 
・ 専門家と C/P とは十分なコミュニケーションがとれていた

か。 
・ 情報共有・意見交換の方法や頻度。 
・ コミュニケーションに係る満足度。 
・ 十分・スムーズでない場合の要因は何か。 

進捗報告書、専門家、C/P 

・ 専門家チーム内でのコミュニケーションは円滑であるか。 
・ JICA（事務所・本部）との連絡・協力は円滑に行われたか。

・ 情報共有・意見交換の方法や頻度。 
・ 十分・スムーズでない場合の要因は何か。 

進捗報告書、専門家、C/P 

・ C/P 間で十分なコミュニケーションがとれていたか。 ・ 十分・スムーズでない場合の要因は何か。 進捗報告書、専門家、C/P 
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2． 実施プロセス  

評価設問 
必要な情報・データ、判断基準・方法 情報源 

大項目 小項目 
相手国のオ

ーナーシッ

プ 

C/P 配置の適切性 ・ C/P の配置は適切であったか。 
 

・ C/P 配置状況（職位・職務内容、人数、配置時期等）。 
・ 関係者の満足度。 

進捗報告書、専門家、C/P 

プロジェクトの認

識・参加度合い 
・ C/P はプロジェクトに対する認識が高いか。 
・ C/P は参加・コミットの度合いは高いか。 
・ モデル地域の技術者のプロジェクトへの認識・参加度合いは

高いか。 

・ JICA 技術協力プロジェクト及び本プロジェクト主旨の

理解度。 
・ C/P の職務遂行状況。 
・ C/P のプロジェクト活動への参加状況。 

進捗報告書、専門家、C/P 

予算措置状況 ・ フィリピン側のプロジェクト予算措置は適切か。 ・ 投入実績（負担項目、負担額等）、タイミング。 進捗報告書、専門家、C/P 
外部条件 － ・ 実施プロセスに影響した要因（外部条件の変更等）はあった

か。 
・ 関係者の認識について。 進捗報告書、専門家、C/P 

 
3．「評価 5 項目」による評価 

5
項

目 

評価設問 
必要な情報・データ、判断基準・方法 情報源 

大項目 小項目 

妥

当

性 

政策との整合性 フィリピンの開発政策との整合性はあるか。 ・ 「開発計画（2011～2016 年）」との整合性。 
・ DPWH 中期計画（Medium-term Program 2011-16）との整合性。

詳細計画策定調査報告書、「開発計画」

「DPWH 中期計画」、専門家、C/P 

日本の援助政策、JICA の援助実施方針との整合性はあるか。 ・ 「対フィリピン国別援助方針（2012 年 4 月）」との整合性事

業展開計画との整合性。 
詳細計画策定調査報告書、対フィリピン

国別援助方針、事業展開計画、JICA  

対象地域・グルー

プ選定の妥当性 
対象地域（モデル地域、追加地域）の選定は適切だったか。ニー

ズに対応しているか。 
・ 対象地域（モデル地域、追加地域）の選定理由の再確認。 詳細計画策定調査報告書、進捗報告書、

専門家、C/P  
対象者（ターゲット・グループ）の選定は適切だったか。ニーズ

に対応しているか。 
・ 対象者（ターゲット・グループ）の選定理由の再確認。 詳細計画策定調査報告書、進捗報告書、

専門家、C/P 
手段としての適切

性（プロジェクト

のアプローチは適

切だったか） 

日本の技術の優位性はあるか（日本の経験を生かせているか）。 ・ 日本の技術を用いた指導の実績。 
・ 他類似案件の経験が有効に活用されているか。 

詳細計画策定調査報告書、進捗報告書、

専門家、C/P  
他ドナー支援・他プロジェクトとの連携・調整 ・ 日本の他支援との調整、連携、相乗効果はあるか。 

・ 他ドナー支援との調整、連携、相乗効果はあるか。 
詳細計画策定調査報告書、進捗報告書、

専門家、C/P  
その他  ・ プロジェクトの妥当性に影響した要因はあったか。 進捗報告書、専門家、C/P 

有

効

性 

プロジェクト目標

の達成見込み 
プロジェクト終了までに、プロジェクト目標の達成は見込めるか。 ・ 「1．実績」参照。 

・ 関係者の認識。 
進捗報告書、専門家、C/P（PM、DPM、

CD、TWG） 
プロジェクト目標達成の主な促進・阻害要因は何か。 ・ 促進・阻害要因に係る関係者の認識。 進捗報告書、専門家、C/P（PM、DPM、

CD、TWG） 
因果関係 成果（アウトプット）はプロジェクト目標を達成するために十分

か。 
・ 「1．実績」参照。 
・ PDM のロジック検証。 

進捗報告書、専門家、C/P（PM、DPM、

CD、TWG） 
外部条件の影響 プロジェクト目標に至るまでの外部条件は満たされるか。 

アウトプット→プロジェクト目標 外部条件：「プロジェクトで作

成／改訂したマニュアル／ガイドラインについて DPWH 本省

（CO）の承認が遅れない」 

・ 外部条件の影響の有無。 進捗報告書、専門家、C/P  

効

率

性 

成果の達成状況 成果（アウトプット）は計画どおり産出されているか。 ・ 「1．実績」参照。 
・ 関係者の認識。 

進捗報告書、専門家、C/P 

アウトプット達成の主な促進・阻害要因は何か。 ・ 促進・阻害要因に係る関係者の認識。 進捗報告書、専門家、C/P 
因果関係 アウトプット達成のための投入（質、量、コスト、タイミング）

は適切であるか。 
・ 「1．実績」参照、関係者の認識。 
・ アウトプット達成するのにより効率的な投入はなかったか。

進捗報告書、専門家、C/P 
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3．「評価 5 項目」による評価 

5
項

目 

評価設問 
必要な情報・データ、判断基準・方法 情報源 

大項目 小項目 

アウトプット達成のための活動（質、量、タイミング）は適切で

あるか。 
・ 「1．実績」参照、関係者の認識。 
・ アウトプット達成のためには不要な活動、本来は必要である

が計画に含まれていなかった活動はなかったか。 

進捗報告書、専門家、C/P 

外部条件の影響 活動からアウトプットに至る外部条件による影響はないか。 
活動→アウトプット 外部条件：「モデルリージョン技術者の離職

／異動率がプロジェクト開始時より増加しない」 

・ 外部条件の影響の有無。 進捗報告書、専門家、C/P  

前提条件の影響 前提条件は満たされたか。 前提条件：「1. フィリピン政府はプ

ロジェクトに係る予算を遅滞なく手当てする」「2. 3 リージョンオ

フィスにおいて、プロジェクト活動のサイトが確保される」 

・ 前提条件の影響の有無。 進捗報告書、専門家、C/P  

その他 効率性を促進した要因・阻害したその他の要因はあるか。 ・ 効率性の促進要因・阻害要因。 専門家、C/P（PM、DPM、CD、TWG） 

イ

ン

パ

ク

ト 

上位目標達成の見

込み 
上位目標は今後 5 年程度で達成される見込みか。 ・ 「1．実績」参照。 

・ 関係者の意見。 
専門家、C/P（PM、DPM、CD、TWG） 

上位目標の達成を阻害する要因はあるか。 ・ 「1．実績」参照。 
・ 関係者の意見。 

専門家、C/P（PM、DPM、CD、TWG） 

因果関係 上位目標とプロジェクト目標はかい離していないか。 ・ PDM のロジック検証。 PDM、詳細計画策定調査報告書、専門家、

C/P（PM、DPM、CD、TWG） 
プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件の影響を受

ける可能性はあるか。 
プロジェクト目標→上位目標 外部条件：「1. モデルリージョン

以外で道路・橋梁の維持管理に係る活動を実施するための予算が

手当される」「2. 道路・橋梁分野に係る同国政府の政策が変更さ

れない」 

・ 関係者の意見。 専門家、C/P（PM、DPM、CD、TWG） 

波及効果 その他の正負の影響、波及効果、相乗効果はあるか。 ・ 政策、経済、貧困・ジェンダー等社会・文化的側面、環境等

への影響の有無、事例の確認。 
・ その他、正・負のインパクトの事例。 

進捗報告書、専門家、C/P 

持

続

性 

政策・制度面 政策面での支援はプロジェクト終了後も継続が見込まれるか。 ・ フィリピンの関連政策の今後の動向について。 C/P（PM、DPM、CD、TWG） 
組織・財政面 C/P 機関にプロジェクト終了後も適切なスタッフの配置が見込ま

れるか。 
・ 今後の要員配置の可能性について。 C/P（PM、DPM、CD、TWG） 

C/P 機関にプロジェクト終了後も上位目標達成に向けて活動を持

続・展開するための予算確保が見込めるか。 
・ 経常費を含む予算確保の今後の見通しについて。 

 
C/P（PM、DPM、CD、TWG）、専門家 
 

技術面 移転された技術・知識は C/P 機関内で定着する見込みか。 ・ C/P の技術・知識・経験の改善状況について。 進捗報告書、専門家、C/P（PM、DPM、

CD、TWG） 
C/P 機関にプロジェクト終了後も上位目標達成に向けて活動を持

続・展開するための組織能力・オーナーシップが備わっているか。

・ C/P 機関のオーナーシップ、能力の改善の状況について。 「1.実績」成果の達成状況参照、C/P（PM、

DPM、CD、TWG）、専門家 
資機材の維持管理は適切に行われているか。 ・ 資機材の維持管理状況及び協力終了後も適切に利用される見

通し（C/P による管理ができるか）。 
進捗報告書、専門家、 C/P、供与機材チ

ェック 
その他持続性に影響を与える貢献・阻害要因。 ・ 持続性に影響を与え得る貢献・阻害要因。 進捗報告書、専門家、C/P 
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